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令和元年９月遠野市議会定例会会議録（第２号） 
 

令和元年９月２日（月曜日） 

────────────────── 

議事日程 第２号 

令和元年９月２日（月曜日）午前10時開議 

第１ 一般質問 

────────────────── 

   本日の会議に付した事件 

１ 日程第１ 一般質問（小松正真、菊池美也、

小林立栄、荒川栄悦、佐々木僚平議員） 

２ 散  会 

────────────────── 

出席議員（18名） 

１ 番  小 松 正 真 君

２ 番  佐 々 木  恵 美 子 君

３ 番  菊 池 浩 士 君

４ 番  佐 々 木  敦  緒 君

５ 番  佐 々 木  僚  平 君

６ 番  小 林 立 栄 君

７ 番  菊 池 美 也 君

８ 番  萩 野 幸 弘 君

９ 番  瀧 本 孝 一 君

10 番  多 田  勉 君

11 番  菊  池  由 紀 夫 君

12 番  菊  池  巳 喜 男 君

13 番  照 井 文 雄 君

14 番  荒 川 栄 悦 君

15 番  安 部 重 幸 君

16 番  新 田 勝 見 君

17 番  佐 々 木  大 三 郎 君

18 番  浅 沼 幸 雄 君 

────────────────── 

欠席議員 

  な  し 

────────────────── 

事務局職員出席者 

事 務 局 長  新 田 順 子 君 

主 査  及 川 憲 司 君 

────────────────── 

   説明のため出席した者 

市 長  本 田 敏 秋 君 

副 市 長  飛 内 雅 之 君 

総務企画部長  佐 藤 浩 一 君 

総 務 企 画 部 
経営企画担当部長  菊 池  享 君 

健康福祉部長兼健康福祉の里所長 
兼地域包括支援センター所長  鈴 木 英 呂 君 

子育て応援部長兼
総合食育課長  佐 々 木  一  富 君 

産 業 部 長  中 村 光 一 君 

産業部プロジェクト担当部長 
兼六次産業室長  阿 部 順 郎 君 

環境整備部長  奥 寺 国 博 君 

会計管理者兼会計課長  鈴 木 純 子 君 

消防本部消防長  菊 池 久 人 君 

市民センター所長  小 向 浩 人 君 

教育委員会事務局教育部長  澤 村 一 行 君 

教 育 長  菊 池 広 親 君 

────────────────── 

   午前10時00分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  おはようございます。 

 本日一般質問でありますが、３番菊池浩士君

から一般質問通告の取り下げの届け出があり、

議長においてこれを了とし、取り下げることと

しましたので、御了承願いします。 

 なお、本件に関し、議会運営委員長の報告を

求めます。議会運営委員長菊池由紀夫君 

   〔議会運営委員長菊池由紀夫君登壇〕 

○議会運営委員長（菊池由紀夫君）  今回の、

今、議長が提案した件につきましては、本議会

におきまして27日に開催された本会議において、

令和元年９月遠野市議会の会期の日程について

御承認を賜りました。 

 その後に、ただいま議長から発言のあったと

おり、３番の予定していた３番議員の菊池浩士

議員から一般質問の取り下げというふうなこと

がございました。これを議会として可とした経

緯があります。 

 したがって、私の本会議における会議の日程

の中で一般質問の質問者は10名、２日の日に５

名、翌日３日の日に５名というふうな内容で御

承認を賜っておりました。先ほど説明いたしま
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したとおり、２日の一般質問の取り下げがあっ

たというふうなことで４人になると、計９名の

一般質問になるというふうなことで日程、人数

を含めてそういうふうな経緯に至ったというふ

うなことで改めて御承認をお願いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ただいまの議会運営委

員長報告のとおり決することに御異議ありませ

んか。 

   〔「議事進行」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅沼幸雄君）  議事進行、多田勉議員。 

   〔10番多田勉君登壇〕 

○10番（多田勉君）  今回のこの扱いについて

は、本来はあり得ないという、私もいろいろ有

識者からの御指導をいただきました。その中で、

いわゆる何らかの問題が発生した際には、ほか

の市町村の取り扱いは、慣例によってほどんど

が判断をされていくということのようです。そ

こで、今回の遠野市議会としてのこの取り扱い

は、今後、好ましくない先例をつくることにな

りますよと、いわゆる、これをこのようにする

ためには、先に内規なり規則をしっかりとそれ

に見合う整備をして、それでやっていくべきが

筋だと、今このような扱いをして、今後、我々

が、今、取り組んでいる議会改革、そういった

ものを将来に引き継いでいくための基本とすれ

ば、これは、私はちょっと問題があるんじゃな

いかなと思います。 

 もう少し慎重に将来のことを考えて、そして、

遠野市議会としての立ち位置、そのことを私は、

一人の議員のことじゃなくて議会としての意思

をしっかりと確認すべきだと、私はそのように

思います。 

 そういったことが、せっかく与えられている

一般質問の機会、そういったものの市民に対す

る答え、そういうものにつながっていくんだろ

うなというふうに思いますが、議長、取り計り

をお願いします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ただいまの議事進行に

対して、私の考えを述べます。 

 多田勉君の発言は、おっしゃるとおりだと思

います。ただ、現実に照らし合わせた場合、今

までも遠野市議会の中には、一般質問の取り下

げがあった場合の取り扱いについての先例もも

ちろんございませんし、内規もございませんで

した。でありますけれども、今の発言の重要さ

に鑑みまして、順番は前後するかもしれません

けれども、今後、このような取り扱い、あるい

は取り運びにならないように議会運営委員会等

で協議し、最終的には、委員全員、全議員が納

得した上で、このような事態が発生した場合の

取り扱いをやっていきたいというふうに思いま

す。 

 貴重な御意見ありがとうございます。多田勉

君。 

   〔10番多田勉君登壇〕 

○10番（多田勉君）  今後、検討するという答

弁を議長のほうから、今、ありましたけれども、

今回やったこと、することについての、こうい

う取り扱いをすることについての市民に対する

──議会に対する、我々に対する取り扱いじゃ

なくて、市民に対するそういった扱いというの

は、どのようになさっていくつもりなのか、お

答えをお願いします。 

○議長（浅沼幸雄君）  暫時休憩します。 

   午前10時07分 休憩   

────────────────── 

   午前10時10分 再開   

○議長（浅沼幸雄君）  議会運営委員長の報告

に対し、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅沼幸雄君）  これより、本日の議事

日程に入ります。 

────────────────── 

   日程第１ 一般質問   

○議長（浅沼幸雄君）  日程第１、一般質問を

行います。順次質問を許します。１番小松正真

君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  小松正真でございます。

９月定例会一発目の一般質問を行います。 

 まずもって、九州を中心とした西日本では、

豪雨災害により甚大な被害をもたらしているよ
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うです。これ以上の被害の拡大、これがないこ

とをお祈りしつつ被災された皆様におかれまし

ては、お悔やみとお見舞いを申し上げる次第で

ございます。 

 数々の厄災から市民の生命と財産を守る。こ

れは、地方公共団体の使命だと思います。遠野

市を、市民を守る役割を果たせているのか、こ

の一般質問でお伺いをしてまいります。 

 私の一般質問は、大項目一つ、小友町外山地

区のメガソーラー開発についてお伺いをしてま

いります。 

 新聞でも大きく報道されましたが、遠野市内

では、この件について情報を求める市民が多く

いらっしゃいます。また、私が他市町村にお邪

魔した際、全ての市町村でこの話題が出ました。

遠野市がこの件についてどのような対応をする

のか、今、注目をされているところです。 

 小友町の外山地区には、外山川という遠野市

が管理責任者である河川があります。その外山

川の上流に位置する山の斜面に、民間企業が太

陽光発電の施設を平成30年度から開発をしてお

ります。 

 現在の状況としては、斜面の表土を剥ぎ、立

木を伐採し、根っこを抜いた上で、太陽光パネ

ルを設置する工事を行っている状況であります。 

 その工事現場からは大量の土砂が流出し、先

ほど申し上げた遠野市が管理責任者である外山

川、一級河川で県が管理を行う小友川、同じく

一級河川である猿ヶ石川、そして、下流の田瀬

ダムにまで大量の土砂が流出による河川の汚濁

が広がっています。 

 昨年度から、土砂流出による汚濁は確認され

ていたようですが、本年度４月にはさらに広く

なり、魚やホタルなどが住めなくなるなど生態

系の破壊が起きており、まさに環境破壊が続い

ています。 

 ８月20日にも、私どもが確認した際には、土

砂の流出と河川の汚濁は目視できる状況にあり

ますので、本日、一般質問として、この件に関

する遠野市の対応について、私が調べた調査の

結果に基づいた時系列で質問をいたします。 

 また、本定例会には、宮守町鱒沢の柏木平自

治会の皆様から陳情書が遠野市議会宛てに提出

されておりますので、私は、この陳情書を重く

受けとめ質問をいたします。 

 最初の質問でございます。 

 遠野市と事業者は、平成28年２月からこの外

山地区の工事について事前協議を行っているよ

うでございますが、どのような協議を行ったの

か、お伺いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  小松正真議員の一般質

問にお答えをいたします。 

 小友町外山地区で展開されております、大規

模太陽光発電事業についての質問、１本という

ことでの一問一答方式であります。 

 そういった中におきまして、先の６月定例審

議会におきましても、この本会議場でこの問題

が取り上げられ、さまざまな経緯等につきまし

て、また、市の対応等につきましても、その答

弁の中で申し上げているとおりでございますけ

ども、ただいま、小松議員のほうから時系列的

にということでの、これまでのこの事前協議の

内容等についてしっかりと答弁をいただきたい

ということでございましたので、担当窓口とし

て交渉しております、経営企画担当部長のほう

から、これまでの一つのこの大規模太陽光発電

事業についてどのような経過等の中で今あるの

かということにつきまして、担当部長のほうか

ら答弁を申し上げますので、御了承いただきた

いと思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  経営企画担当部長。 

   〔総務企画部経営企画担当部長菊池享君

登壇〕 

○総務企画部経営企画担当部長（菊池享君）  

命によりまして、小松正真議員の一般質問にお

答えいたします。 

 当該事業は、事業区域面積が3,000平方メー

トルを超えることから、景観資源の保全と再生

可能エネルギーの活用との調和に関する条例に

基づき、平成29年８月に事前協議の届け出が行
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われております。 

 この事前協議では、工事着手30日前までに届

け出する本協議に係る留意事項といたしまして、

計画概要に基づき、景観資源に与える影響や道

路、都市計画、河川、自然環境、文化財等の関

係法令に係る諸手続などについて、事業者に通

知しております。 

 なお、本市条例は、再生可能エネルギーの設

置に関する条例としては、全国の中でも早い段

階に制定しておりまして、現在、県内で同様の

条例を制定している自治体は、雫石町と本市の

２つということになっております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  条例に基づいた事前の

協議を行っているということでございました。 

 私どもで確認した際には、平成29年８月、こ

の開発自体が事業譲渡されているということで

ございます。前の会社から今の会社に開発の権

利が移っているわけですけれども、平成29年８

月４日に現在の事業所と遠野市が事前協議を始

めたようです。この事前協議は、以前の事業者

とのやり取りと同じなのか、それとも違うやり

取りをしたのか、内容をお伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいま、この事業に

つきましての経過につきましては、担当部長の

ほうからその一連の経過について御説明ありま

した。 

 ただいま、この事業の継続という一つの取り

組みの中での質問であったわけでありますけど

も、現在の事業者の前に、他の事業者が再生可

能エネルギー発電設備の認定に関する権利及び

この地位を所有し、太陽光発電事業を実施をし

ようとしていたことに認識をいたしております。

そのような中で展開されたということでありま

す。 

 平成29年に経済産業省へ再生可能エネルギー

発電設備の変更届け出が行われたことによりま

して、国のほうに届けが出されました。 

 現在の事業者へ発電事業者としての権利及び

地位が継承されていると。現在、この現事業者

と本市条例に基づく一つのさまざまな手続ある

いは対応等についていろいろ協議をして、また、

さまざまな話し合いをしているということにな

るのではないのかなというふうに認識している

ところでございますから、その点を御理解をい

ただければと思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  わかりました。 

 事業所等はあったということでございます。 

 次に、各種許認可についてお伺いをしてまい

ります。 

 本メガソーラー開発が、国が定める開発行為

に該当しない旨、以前の議会でも御説明をいた

だいておりました。これは、私も県の担当者に

お伺いをして確認をしておるところでございま

す。 

 今回、このような開発については、所管する

市町村に対して、先ほど条例の中でいろんな打

ち合わせをしているというお話もありましたけ

れども、いろいろな許認可を申請する必要があ

ります。 

 今回の開発では、遠野市に対してどのような

許可申請が行われているのか、お伺いをいたし

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  遠野市に対してどのよ

うなというお話でありました。 

 これは、行政の立場としては、この問題にも、

いうところの許認可と、あるいは、手続という

ような中で向き合わなきゃならないということ

は、これは言うまでもなく当然なわけでありま

す。 

 このプロジェクトにつきましては、冒頭、小

松正真議員からもお話がありましたけども、私

も大変この問題については、正直なところどの

ように向き合うのかという部分におきましては、
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市長という立場の中で非常に矛盾も感じながら

向き合っているということを正直に申し上げた

いというふうに思っております。 

 しかし、やっぱり行政であります。そういっ

た中におきまして、この部分におきましてどの

ような認可、許認可、協議ということにつきま

して、やはり同様、担当部長の方と、そして、

これにつきましては、さまざま環境課、建設課、

あるいは農林課、さまざまな部署、あるいは国

や県の関係者の方々とも常に情報を共有しなが

ら向き合っているということも申し添えまして、

それぞれの内容につきましては、経営企画担当

部長のほうから御答弁を申し上げますので、御

了承いただきたいと思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  経営企画担当部長。 

   〔総務企画部経営企画担当部長菊池享君

登壇〕 

○総務企画部経営企画担当部長（菊池享君）  

命によりまして、お答えをいたします。 

 大規模な太陽光発電事業において、事業地が

都市計画区域内に含まれる場合には、開発許可、

森林法第５条に定める県地域森林計画対象森林

に含まれる場合には、林地開発許可制度の認可

を受ける必要があり、農地であった場合には、

農地法の適用を受けることとなっております。 

 今回の事業は、区域面積は92ヘクタールと非

常に広大ではありましたが、地目が主に原野と

なっていることなどから、農地法及び林地開発

許可などの対象外の事業となっております。 

 当該事業者には、送電設備の埋設等に係る道

路占用許可、準用河川占用許可、里道水路使用

等許可を行っております。 

 また、届け出については、事業地内の県行造

林等の伐採届を受理しております。 

 現行法令において、太陽光発電事業は環境影

響評価法の対象外であり、太陽光発電事業の適

切な事業実施の確保等を図るため、事業計画策

定ガイドラインが定められてはおりますが、遵

守事項にとどまっております。 

 広大な面積を開発する今回のような太陽光発

電事業が、林地開発等の許認可制度が適用され

ない現行法令の規制に限界を感じておるところ

です。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  さまざまな許可申請が

提出をされているようでございます。 

 その中で、先ほど準用河川の占有許可申請と

いう話がありました。問題となっていえる外山

川は、遠野市が管理責任者である河川でござい

ます。開発をしていて発生する水を外山川に接

続する許可申請のことだと思いますけれども、

この許可申請には、開発に係る計画が図面等で

示されております。 

 この河川の許可申請について遠野市はどのよ

うな審査基準に基づいて許可したのかお伺いを

いたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  それぞれの所定の手続

に基づきまして対応したということになるわけ

でございますけども、文字どおり、ただいま担

当部長のほうから答弁申し上げたわけでありま

すけども、この中におきまして、まさにそれぞ

れのこの現行法令の規制に伴うさまざまな限界

といったようなものも私も非常に痛感をいたし

ているところであります。 

 そのような中で、この準用河川に基づく対応

につきましても、制度に基づきまして行ったと

いうことになるわけでありますけども、こうし

た現状を踏まえながら、去る７月には、市議会

ともども統一要望という中で、市町村をこうい

った事案について振り回さないでほしいと、現

場を抱えている市町村は本当に大変であると。

そのような大変だということは振り回されてし

まっている。 

 私も、あの現場をつぶさに、あの100ヘク

タールの現場、大雨注意報が出た翌日、現場に

足を運びました。担当部長、担当課長、それか

ら、防災危機管理担当課長を含め、職員５人を

同行いたしましてつぶさにあの現場を歩いて回
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りました。言葉を失うということになれば、ち

ょっと大げさな言い方でありますけども、本当

に大変な状況になっておりました。もう、職員

にこのように申し上げました。 

 冒頭質問がありましたとおり、200ミリ、300

ミリ、あるいは500ミリという想定外の雨が日

本列島をという、そのような気象変動が、今、

襲ってきております。帰り道、一言、あのよう

な雨がこの場に降らないことを祈るだけだなと

いう話をしながら、そして、現場事務所に立ち

寄りまして、しっかりと防災対策を講じてほし

い、環境を破壊させないでほしいという申し入

れを強く現場の責任者と施工業者の責任者の方

に、口頭ではありましたけども、議会のほうか

らの意見書もいただいているわけでございます

から、それをしっかり重く受けとめながら、そ

のような申し入れも行ってきたということも答

弁として申し上げ、議員各位にも御報告を申し

上げたいというふうに思っております。 

 以上であります。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  後のシナリオにも影響

してくるので、質問したことにお答えをいただ

きたいと思います。 

 現行法令に従って許可をしたということでご

ざいますが、現状、先ほど来申し上げているよ

うに、外山川は大量の土砂により汚濁されてお

ります。 

 許可をした審査内容が甘かったのではないか

というふうに思っているところです。審査内容

に問題があったのか、なかったのか、お伺いを

いたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいま審査内容に甘

さがとか、審査内容はどのようなということで

ありましたけども、ここは本会議場でありまし

て、それぞれの担当部署におきまして県の関係

者、あるいは国の関係者、さまざまな関係者の

皆様との連携共有のもとに対応したということ

でありますので、その点は御理解をいただけれ

ばというように思っている次第であります。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  本会議場だから聞いて

いるんです。答えがないので、次に進みます。 

 審査内容は、今の御答弁からすると問題なか

ったとお考えのようでございます。では、どう

してこのように大量の土砂が現在もなお流出し

続けているのでしょうか。それは、おいおい聞

かせていただきます。 

 次の質問に入ります。再エネ審議会について

お伺いをしてまいります。 

 遠野市には、景観資源の保全と再生可能エネ

ルギーの活用との調和に関する審議会というの

を遠野市が設置しております。以降、再エネ審

議会とお話をいたしますが、この審議会は遠野

市の条例で設置が義務づけられている組織でご

ざいます。 

 平成30年６月１日、そして、平成30年９月26

日に再エネ審議会が開催され、このメガソー

ラー開発に係る審議を行っているようです。そ

の内容をお伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいま御質問にあり

ましたとおり、この審議会は、この大学教授等

の識見を有する方、あるいは観光分野、あるい

は景観形成に造詣の深い方、さらには産業等の

再生可能エネルギーの関係者の方々、まさに市

長が必要と認める方、12名の委員を構成いたし

まして、この問題につきまして、再生可能エネ

ルギーにつきまして御審議をいただくというこ

とで、このような審議会を立ち上げたわけであ

ります。 

 これは、やはり大規模太陽光発電をはじめ、

さまざまな再生可能エネルギーがいうところの

地方に展開されてきているわけであります。土

地が安い、広大な土地が手に入る。そのような

企業の論理と収益性の論理の中にだけもって、

再生可能エネルギーというものが地方にその拠
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点を求めてきていることに、私なりの一定の危

機感を持ちまして、この審議会を立ち上げ、あ

らゆる角度からその部分のいろんな形の検証を

しながら対応していこうという、そのような10

名の委員の皆様による審議会を立ち上げたわけ

であります。 

 景観資源の保全の観点、あるいは防災上の観

点、それぞれ慎重な検討が必要であると、先ほ

ど準用河川のその審議の結果云々という話が出

ました。それぞれの法律に基づきまして、みん

な個別にやっていくと、この本会議場は、もう

収集がつかなくなってしまう。そのために委員

会もあり、さまざまな常任委員会もあるという

一つの中で議論をかみ合わせていかなきゃなら

ないというそういう認識のもとに私は申し上げ

たわけでありますから、何も本会議場でそうい

うことを議論、答弁する必要はないということ

を申し上げたということではない。しっかりと

議論はしなきゃならない。その中で、本当にし

っかりとした審査を行ったのか、ちゃんとした

行政事務としての対応を行ったということにつ

いては、文字どおり緊張感を持ってしっかり向

き合わなきゃならないということは、もう言う

までもなく当然なわけでありますから、ただ、

そのような認識の中で、それぞれの防災、ある

いは景観といったようなものの中から、この遠

野市景観資源の保全と再生可能エネルギーの活

用の調和に関する審議会といったものを、御質

問にありましたとおり２回審議をいただいたわ

けであります。 

 審議会の中におきましては、この３つの意見

が私のところに出されました、答申されました。 

 １つは、公害防止、環境保全に関する事項に

ついて市と協定を締結し、しっかりとそれをフ

ォローすることと。 

 災害発生につながる事項については、事前に

対策を検討すること。 

 ３つ目は、事業終了後の設備の適切な処分・

撤去についても計画書を提出することといった

ようなものを中心といたしまして、審議会のほ

うから答申を受けているところであります。 

 そのような12名の皆様のそのようなさまざま

な角度からの検証によりまして、これは、しっ

かりと向き合わなければだめだなという中に、

そのような手順を踏まえた上で、平成30年11月

27日でありますけども、この答申のもとに基づ

きまして指導を行っているという状況にあるこ

とを申し上げたいというふうに思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  この再エネ審議会の議

事録をじっくりと読ませていただきました。 

 委員の皆様からは、現状の状況を予測した実

に的確で納得のできる内容が、御意見、御指摘

として示されています。さすがだなと、さすが

専門家の皆様だなというふうに関心をいたしま

した。それにもかかわらず、なぜ、今回のよう

な大量の土砂流出による汚濁が防げなかったの

か、これは、甚だ疑問でございます。 

 先ほど、河川占有許可のお話をしました。審

議会の後、平成30年10月５日に遠野市から事業

者に対して出ている準用河川占有許可指令書、

要は許可証です、この許可証を取り寄せて、専

門家の協力のもと解析をいたしました。 

 専門家の方いわく、どういう基準で許可をし

たのかと疑問を持っていらっしゃいました。許

認可の審査内容が不十分過ぎないかともお話を

されていました。再エネ審議会の議事録を見せ

たところ、下流への区域から土砂流出を防ぐた

めの調整池という水量を調整するための池や土

砂を沈渣させるための流出量を調整する機能が

必要という指摘がされているのにもかかわらず、

なぜ、この許可には審議会の適切な意見が反映

されていないのか信じがたいとのことでござい

ます。 

 お伺いをいたします。 

 この再エネ審議会の適切な諮問をどのように

受けとめ、準用河川許可指令書に生かしたのか

伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいま御質問の中に
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ありましたとおり、そのような経過を踏まえて

ということになるわけでありますけども、この

部分につきまして、この審議会の答申を踏まえ

てという中で、この先ほど言いましたとおり景

観、環境、あるいは防災といったようなところ

をしっかりと向き合わなきゃならないという中

に、この市の関係課、あるいは県のほうとも協

議をしながら、この事業者と協議を行い、さら

にそれの内容を精査しながら、４月１日であり

ましたけども、このしっかりとした向き合わな

きゃならないということで、事業者と協定書を

締結をしながら、それをしっかり守ってもらっ

て、その協定書の中身といたしましては、内容

といたしましては、１つには、関係法令の遵守、

しっかりやってもらう。 

 公害の防止、あの汚濁の様子を見れば、まさ

に公害であります。 

 それから、防災施設の設置、調整池、沈砂池

といったものをどのように設備するのかと。 

 それから、環境保全及び維持管理、さらには、

除草剤の適正な使用も考えてもらわなきゃなら

ない。まさに、清流そのものがこの除草剤で汚

染されることもあり得るわけであります。 

 事故等の発生等のそれに対する措置、それか

ら、さらには過失責任、事業終了後の一つの取

り扱い、全部で８項目の項目を盛り込みながら

という部分の中で対応しているわけであります

けども、この部分におきまして、さまざまな形

で100ヘクタール近い規模の部分が、あの部分

に展開するという部分において何度も申し上げ

ますけども、市町村という現場においては法の

壁があり、制度がまだ未整備であり、さまざま

なこの再生可能エネルギー、特にメガソーラー

についての制度設計がしっかりと国の段階でも

決められていないという一つのもどかしさの中

で、我々が向き合っているということについて

も十分御理解と、また、御認識をいただければ

というふうに思っている次第であります。 

 準用河川じゃないかと、市の問題が甘いじゃ

ないかという問題の中で、その点で議論されて

も、我々には、ある意味においては、こんなこ

とをちょっと私の立場で申し上げるのは、私自

身も非常に苦しい立場ではございますけども、

限界もあるというそのような中で、しっかり、

それから逃げるわけにはいかない。しっかりと

向き合わなきゃならない。 

 あの遠野の、まさに日本のふるさと遠野とい

ったような、そのようなものを環境、自然破壊、

あるいはまさに災害といったものからしっかり

と守っていかなきゃならないというのは、これ

は言うまでもなく市長の責務でもあり、義務で

もあり、役所としての遠野市としての役目でも

あると。 

 したがって、議会の議員の皆様からも意見書

を提案、提出をいただいているということにつ

きましても、私も重く受けとめながら、この課

題に向き合っているということについて十分御

理解をいただき、また、議員各位のお力添えも

なければ、やはり、このような大きな問題には、

例えば市長が一人向き合ってもなかなか力、皆

様の力があればこそ、しっかりとそのようなも

のと向き合うことができるんだということにつ

きましても、御質問ありませんけども申し上げ

まして答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  質問したことに対して

答えてもらわないと一般質問にならないんです。

全然違う答弁をいただいても、ちょっとこの後

──はい、わかりました。 

 今回、この問題は、再生可能エネルギー開発

の問題だと私は捉えていません。私は、環境破

壊の問題だと思っています。 

 再エネ審議会は開催をされているようですが、

遠野市には、環境に関する条例があります。ふ

るさと遠野の環境を守り育てる基本条例です。

この条例を見ると、遠野市の環境を守るため、

さまざまなことが書いてあります。 

 一文を紹介すると、第８条には市の責務とし

て「市民の健康を保護し、及び生活環境を保全

し、並びに自然環境を適正に保全するよう、大

気、水、土壌、その他の環境の自然的構成要素
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を良好な状態に確保すること」、（２）として、

「生物の多様性の確保を図るとともに、森林、

農地、水辺等の多様な自然環境を地域の自然的

及び社会的条件に応じて適正に保全するととも

に失われた自然環境を再生すること」とありま

す。 

 これらを履行するため、河川の管理者である

市長は、毅然とした姿勢で対応しなければなら

ない責任があると思うんです。 

 どうして──本日もそうですけれども──法

律がないから指導できないとか、工事の中止命

令が出せないとか、そのような説明を今までな

されているのでしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいま条例の、ふる

さとを守る条例の条文につきまして、質問の中

で読み上げられておりました。十分承知をいた

しております。私もこのような立場にあるわけ

でありますから、それを承知していないという

ことはないわけです。十分すぎるぐらい十分承

知をしながら、この課題とも向き合っていると

いうことを申し上げて答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  次に進みます。 

 事業者との協定書についてお伺いをいたしま

す。 

 先ほど市長から協定書のお話がありましたけ

れども、私のシナリオの都合上、これ進行をさ

せていただきます。 

 再エネ審議会では、遠野市と事業者との間で

協定書を取り交わすように答申を行っています。

平成31年４月１日付で遠野市と事業者間で取り

交わした協定書がありますが、先日、議員全員

協議会でこの協定書を取り交わすことによって

ようやく指導ができるようになった旨、説明が

ありました。 

 先ほども御答弁をいただいたようですが、こ

の協定書に対して内容をお伺いします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  対応についてお聞きを

したいということでありました。 

 対応しております、交渉の窓口になっており

ます担当部長のほうから、それぞれの経過を御

答弁の中で申し上げればいいわけでありますけ

れども、市長でありますから、それをしっかり

把握しておることを踏まえまして、一つは、４

月に発生した、この排水による水質悪化は著し

く、周辺住民や下流域への影響が大きいことか

ら、関係課と事業者との打ち合わせを２回、事

業者への口頭・電話を５回行うなど、指導を行

ってまいりました。 

 しかし、状況はなかなか改善しないという状

況の中で、雨が降るたび、地域住民の方々から

市に苦情が寄せられたと、訴えられるという状

況でありました。これも事実であります。 

 ６月11日付で、この協定書に基づき書面で、

早急に濁水対策を講じること。当該地域住民を

対象とした説明会を開催することにつきまして

指導を行いました。 

 事業者のほうからは、６月17日付で、８月下

旬で濁水対策を行う。それから、６月19日には

地域住民を対象とした説明会を開催するという、

そのような回答が寄せられました。 

 その後もなかなか改善が見られないという中

におきまして、７月５日には、この事業者の代

表取締役が謝罪に市役所を訪れましたので、防

災工事の実施及びその工事手法についての情報

提供、地域住民への説明会の開催を行う旨の説

明が代表取締役社長からあったわけであります。 

 その後も、早期かつ真摯にこの対策工事に対

応していただきたいということにつきまして、

代表取締役に対しても求めているということで

あります。 

 事業者の方からは、７月10日付でありますけ

ども、造成工事を中断し、防災工事を優先して

進めるとの報告、さらには工事手法等について

も協議がありまして、工事の進捗状況について

も、週１回報告をするというそのような中での

報告がありましたので、防災工事の進捗を関係
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課で確認しているところでもありますので、そ

のような中でこの問題と向き合っているという

ことにつきまして、経過を御報告申し上げまし

て答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ただいまの答弁は、対

応について答弁なされたようでございますが、

質問者は、協議書の協定書の内容を伺いたいと

いう質問だったようですが、そうですね。 

 本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  先ほど協定書の内容に

つきまして、防災工事、それから環境の問題と

いうことで算定の中で協定を結んだということ

を申し上げました。その協定書の中で、答弁の

中で申し上げましたけども、協定書には全部で

８項目の項目がある。 

 だから、ただ協定を結んだんじゃなくて、そ

の協定書に基づいて、このような中で、真摯に

向き合いながら、真剣に向き合いながら対応を

しているという内容を申し上げたところでござ

いますので、よろしく御理解いただきたいと思

います。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  この協定書、先ほども

申し上げたとおり、平成31年４月１日付で事業

者と協定を結んでいる書類でございます。ちょ

っと先ほどの準用河川の件にお話を移すんです

が、やっぱりその協定書を結ぶことによって、

ようやく指導ができるようになったというのが、

すごく引っかかるんですよ。 

 何でかというと、準用河川の占有許可は河川

法という法律に基づいた占有許可になっている

ので、これは法律がないから指導ができないと

いうわけじゃないですよ。もし仮に遠野市内の

建設業者さんとか土木業者さんが行う開発行為

や建設工事でも、今回のような大量の土砂が流

出し続け、汚し放題汚すような工事でも、これ

は例えば法律がないから規制ができないとか、

仕方がないというふうにお考えになるのでしょ

うか。お伺いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  先ほどから申し上げて

おりますとおり、そのとおり法律はあるわけで

あります。それからまた、そのような一つの仕

組みの中で、決議をとっていることもそうなわ

けで、だから仕方がないとか、あるいはだから

その部分においては対応しなかったんではない

かという中で御理解をされると、正直なところ

誤解を招くのではないのかなと思って、そうい

うことを申し上げているわけではないわけです。 

 いろんな法律が、いろんな機関が、そして私

どもは市町村という現場にありましては、例え

ばこれも現実なわけでありますけども、国がど

のような対応をしているだろうか、あるいは県

がどのような形でそれを対応しているだろうか

ということとの整合性を図りながらものを進め

ているという一つの立場にあるわけであります

から、その中の仕組みの中で準用河川の問題等

にも位置づけられるということを申し上げてい

るのでありまして。 

 それをもって抵抗しなかったのは、あるいは

それをもって対応しなかったのはということで

はなくして、そのような一つの関係の中で成り

立っているということを申し上げているわけで

ございますから、その辺のところを十分御理解

をいただければと思います。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  もちろんどの業者さん

が川を汚しても、これはやってはいけない行為、

もちろん規制をされなければいけない行為に当

たると思います。平成31年４月１日付で調印が

なされたこの協定書ですが、工事は平成30年度

からスタートしています。本来は工事着工前に

このような協定書は結ばれるべきではありませ

んか。 

 環境審議会では、この協定書が平成30年９月

26日に議論されています。そこから半年も経過

しての調印というのは、どう考えても遅過ぎま

す。準用河川許可指令書の許可条件11番には、
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「許可を受けたものは許可を受けた場所及びそ

の付近を汚さないこと」と明記をしてあります。 

 先ほど申し上げたとおり、この準用河川占有

許可は河川法という国の法律にのっとる、その

ような記載があります。だからこそ、協定書を

締結しなくても、昨年度、泥が流れ始めたころ

から、協定書がなくても指導はできます。指導

に従わない場合は、工事中止命令を出せる事案

だと思いますが、なぜそれをしなかったんでし

ょうか。お伺いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  公害防止協定の時期の

問題についての御質問でありました。これは、

やはりこれだけの大きな設備投資をする事業で

ありますから、より慎重に向き合わなければな

らないという部分もありまして、さまざまな法

律、それから顧問弁護士の皆様にもいろいろ御

相談をしながら、慎重を期したという中での防

止協定であったと。 

 しかし、その間何もしていなかったとなれば、

何もしていないわけじゃなくして、さまざまな

形で頻繁に現場とのやりとり、それをしながら、

まさにこのような環境問題、それから災害防止

の問題、自然破壊の問題等も含めながら、先ほ

ど協定の中で申し上げましたとおり、事業終了

後の撤去の問題と、そのようなことも踏まえな

がらの協定に持っていかなければならない。た

だ、災害だ災害だというわけにもいかない。 

 やはり、これは市としての大きな事業であり

ますから、今、全国的に見ましても、撤去の後

始末という部分の中におきましても、大きな問

題になっているという事例も出てきているわけ

でありますので、その辺も踏まえながら、慎重

を期しながら協定に持ち込んだという、そのよ

うな形で御理解をいただければと思っておりま

す。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  次の質問に移ります。 

 これまでの指導について、お伺いをしようと

思っていたんですが、市長が先んじて御答弁を

していらっしゃいましたので、どのような指導

を行ってきたのか、先ほどの答弁に引き続き質

問をさせていただくところです。 

 先ほど。平成30年11月27日に、環境審議会の

答申を受けて、事業者に対して指導書を送付し

たというふうにお伺いをいたしました。私が事

業者から聞き取りをした本年７月の段階では、

事業者はまだ指導者に対する回答をしていない

ということでした。 

 これまで、当局からは事業者は誠意ある対応

をしてきているから大丈夫だというふうな説明

を議会にもしているところでございます。指導

書送付から半年以上も回答していないというの

が、本当に誠意ある対応でしょうか。私には到

底誠意ある対応だとは思えません。 

 当局が事業者から誠意ある対応を行っている

という誠意を感じたというところは、どういっ

たところでしょうか。お伺いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  事業者の対応の問題で

ありますけども、私もやはり事業者という、こ

れだけの100ヘクタール以上の一つの土地を開

発しての大規模な太陽光発電事業なわけであり

ますので、真摯に、そして真剣に、あるいは遠

野市を、あるいは地域住民の方々も、しっかり

とその気持ちを思い込みながら向き合っていた

だければということを業者のほうにも期待をし、

また求めたいというように思っておりますし、

これからも毅然とした態度で業者のほうとも向

き合ってまいりたいということを申し上げます。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  業者が住民にしっかり

向き合っていれば、今回、議会に提出された柏

木平自治会からの陳情書、これは絶対提出され

ないんですよ。それが提出をされたという意味、

これは市長にもっと考えていただきたい。 

 次の質問に移ります。 

 先ほど来御答弁でもありましたが、汚濁水が
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どのように流れたのか。現状をどう把握してい

るのか。御答弁の中でも現地視察をお伺いした

ということでお伺いをしておりますが、市長と

して、今、現状をどのように認識されているの

かお伺いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  現状をどのように認識

されているかということにつきましては、先ほ

どの答弁の中でも申し上げたとおりであります。

その繰り返しになるわけでありますけども。 

 この部分に申しますと、さまざまな一つの中

で、現状をということになれば、また工事その

ものを防災対策も含めて十分ではないのかなと

いうように、この間も現場を見て、そのような

確認をしてまいりました。また、さらに指導と、

そしてまた対策の強化を求めてまいりたいとい

うように考えているところであります。 

○議長（浅沼幸雄君）  10分間休憩します。 

   午前11時00分 休憩   

────────────────── 

   午前11時10分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  休憩前に引き続き、会

議を再開いたします。 

 １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  次の質問に移ります。 

 泥の流入阻止対策についてお伺いをいたしま

す。 

 現在進められている泥の流入阻止対策は、業

者から聞き取りしたところでは、本年７月９日

時点で土砂を流出するような工事を中断して、

泥が外山川に流れ出さない工事と防災工事に特

化して施工するということでした。当局も同様

の認識をお持ちのことと思いますが、どのよう

な対策工事なのか、いつまでに完了し、工事完

了時点で泥の流出はとまるのかをお伺いいたし

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  お答えいたします。 

 現時点で泥の流出はとまるのかという御質問

でありますけども、それにイエスかノーかとい

う中で御答弁申し上げれば、私はこないだ現場

をつぶさに見て回りまして、そして、その現場

から外山の集落まで、ずっと歩いて外山の集落

まで下がりました。その現状を見ると、泥の流

出はとまらないということを現場の中で私なり

に確認をしてきたことを正直に申し上げたいと

いうふうに思っております。しかし、だから、

放っとくわけにはいきません。だからこそ真剣

に向き合わなければならないわけであります。 

 そこでもちまして、この沈砂池の改良、調整

池の設置、側溝の整備、さらには大型土のうの

設置。この大型土のうも、ほとんど現場には見

受けられませんでした。さらにはチップ材の散

布、事業地内の緑化及び木質チップの散布とい

ったような形で、この泥の流出をということに

求めているわけでありますけども、これに全力

を向けて取り組んでいただければと、また、取

り組むように強く指導をしてまいりたいと思っ

ております。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  対策工事は行っている。

しかし、肝心の泥の流出はとまらないんではな

いかと。業者に確認をしたところ、業者もとま

らない、泥の流出はとまらないというお話でご

ざいました。 

 これまで、先ほどから申し上げているとおり、

事業者とはいい関係を築けている、指導もして

いる、そのような御答弁でございましたが、こ

の肝心の泥がとまらないその結果が、市民が危

機感を持っているんです。これは、これまでの

指導が全く不十分であった、その証明ではあり

ませんか。 

 ３月定例会の市長の演述には、大綱一は、自

然を愛し共生するまちづくりであります。自然

と共生する環境づくりについては、美しい自然

景観、農村景観など、本市が誇るべきかけがえ

のない財産を後世に引き継いでいくため、太陽

光発電などの再生可能エネルギーの開発におい
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ては、環境と調和に配慮した計画となるよう、

事業者との調整を十分に図ってまいります」と

お話をされています。 

 先ほど来の御答弁をお伺いしていて、市長が

３月に方針として出されているものとは大きく

乖離しているものと思われますが、いかがでし

ょうか。本市が誇るべきかけがえのない財産を

後世に引き継げるとお思いですか。お伺いをい

たします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  先ほど来、真剣にこの

課題にも、現行制度の不備の中で懸命に立ち向

かっているという思いを申し上げて、さまざま

な私の今の演述の内容なり、あるいは条例の内

容なりも読み上げて御質問をいただきました。

そのことは、繰り返しますけども、十分過ぎる

ほど承知をいたしております。乖離があるとい

う話でありました。乖離があってはなりません。

やはり市民が一丸となってこのような問題に取

り組まなきゃならないという中に、私もその先

頭に立っているというように自覚もし、また責

任も感じ、認識を持ちながら向き合っていると

いうことを申し上げて答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  現行制度の不備の中で

と。先ほど来申し上げているとおり、河川管理、

これは河川法にのっとる河川管理です。法律が

あるんですよ。なので、現行制度の不備という

のは、再生可能エネルギー開発するときには、

計画段階では不備があったかもしれないですけ

ど、こと、この土砂の流出が起きてからは河川

法に従うべきであって、現行制度の不備は一切

ないんです。 

 その中で、今後の対応についてお伺いをして

まいります。今後この問題を収束に向けるため

に、市としてはどのような方針をお持ちなのか、

お伺いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  まさに現状にどう向き

合うのか、そしてまた、現行制度の中でどのよ

うな形での業者と向き合う手だてがあるのか、

さらには、将来を見越しながら、あれだけの大

規模な太陽光発電施設でありますので、今後の

見通しなどもしっかりと見通しながら、見極め

ながら対応していかなきゃならないかというよ

うに思っておりますので、より緊張感を持って、

この課題には対応してまいりたいというように

考えております。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  具体的な今後の方針に

ついて事前にヒアリングもしておりますので、

明確に御答弁いただけるのかなと思っていまし

たが、残念としか言いようがありません。 

 冒頭申し上げたとおり、このメガソーラーの

開発工事は、遠野市外にも影響を及ぼし、他市

町村から大きく注目をされています。事前協議

は平成28年２月にスタートしていると、一番最

初に申し上げました。平成28年１月25日という

事前協議がスタートするたった１カ月前に、市

長は記者懇談会で、貞任牧野に建設予定だった

太陽光発電施設に対して「余りにも規模が大き

い。身の丈で考えるべきではないか。この計画

は受け入れがたい」と述べ、環境面などへの影

響を懸念し、反対の姿勢を示したと新聞報道さ

れています。今回の小友町の太陽光発電に対し

ては、市長は明確に反対の姿勢を示していない

ように思われますが、たった１カ月や１年そこ

らで反対しなくなったのには、何か心境の変化

とか、状況の変化があったんでしょうか。お伺

いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  状況の変化があったの

かということなわけでありますけども、状況に

は変化がない。反対だということについての姿

勢にも、それにも何も動き、変化はない。しか

し、一方においては、先ほど来申し上げていま

すとおり、現行制度の中でそれぞれ許認可が、
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あるいは、さまざまな手続が進んでいるという

とこに対しまして、準用河川の問題の許認可の

問題も出ておりますけども、やはりこの大きな

一つの規模の事業に対しましては、なかなか一

つの手だてがうまく講じれなかったという部分

のじれったさともどかしさを感じながら、この

課題に向き合っているということを申し上げて、

何らこういった再生可能エネルギー、それも大

規模な太陽光発電を中心とした、そのようなプ

ロジェクトが地方に持ち込まれるということに

つきましては、私は、その基本的なことは何ら

変わりない。したがって、あの条例制定も、そ

のような中で県内では先駆けで条例も制定をし

たんだけども、なかなかそこ等をしっかりとし

た中で、一つの企業の論理、あるいはこのエネ

ルギー政策、国のエネルギー政策、そういった

もの等を向き合う場合においては、一市町村に

おいては、正直なところ、その部分においては、

さまざまな矛盾と、そして、一方においては、

前回も一つ私なりに感じたということも正直に

申し上げておきたいと思っております。しかし、

それは逃げの、だから仕方がないということは

毛頭思っておりません。遠野のこの優れた、そ

して、すばらしい自然と、そしてまた、あの清

らかな流れといったようなものは、やっぱり守

っていかなきゃならない、まさに財産でありま

す。地域住民の誇りでもあります。それには、

仕方がないという気持ちは毛頭ないということ

を再度再度繰り返し申し上げながら、さらなる

対策の強化といったものを強く求めていくとい

うことを申し上げて答弁とします。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  反対の姿勢に変化はな

い。市長の力強い言葉を聞いて少し安心をした

ところではございますが、その姿勢をしっかり

と内外に示していただきたい。前回記者懇談会

でそのような発言をしたのであれば、記者懇談

会でそういう発言をすることだってできるはず

です。しっかりと示していただきたい、そのよ

うに思います。 

 今回の問題は、河川の汚濁の影響により、外

山川だけではなく、小友川、猿ヶ石川の生態系

にも大きく影響が出ています。さらに田んぼに

水が引けない、川魚の育成等にも影響が出てい

ます。これらの環境をもとに戻し、現状を回復

させること、そして、被害を被った方々に対し

ての補償について、市が許可した河川占有、こ

れに起因をしていると。言いかえれば、外山川

の河川管理責任者として、市長の責任は大きい

と断じえません。市民が大変迷惑を被っていま

す。遠野市の財産が被害を被っています。今回

の定例会には、柏木平自治会から議会に対して、

外山川の河川管理責任者である遠野市に、土砂

流出防止と破壊された環境の回復の早期実現を

求めると陳情書が提出されました。議員全員に

その陳情書は配付をされているところです。議

会は市民を守るため、このような一般質問など

を通してしっかりと戦います。市長も陳情が一

自治会から議会に提出されたという現実を十分

に捉え、河川が汚濁されている現実と、市民の

盾になって戦っていただけませんか。 

 再度市長の今後の方針についてお伺いいたし

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  先ほどの答弁の中に尽

きるのではないかなと思っておりますけども、

この柏木平地区のほうから議会に陳情書という

報告も、私も受けております。そのような中に

おきまして、まだ柏木平のみならず、流域の地

域の方々もあるわけでございますから、しっか

りと話し合いをする。その話し合いは、まず第

一義的には、事業者が住民の方々としっかりと

向き合っていただかなきゃならない。それが基

本だというように思っております。準用河川だ

から市の責任だという中で物を進められると、

これはもう、それこそ市としても、ある意味で

は、繰り返して申し上げておりますけども、そ

の点で議論をされると大変であります。したが

いまして、地域住民あるいは関係者の方々と、

まず業者がしっかりと向き合って、補償の問題
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あるいは対策の問題、そのような答えを誠意を

持って示すということがやっぱり基本ではない

のかなと思っておりますので、事業者に対しま

して、そのようなことを踏まえながら強く、そ

してまた、しっかりと申し入れをしながら、ま

ず対応等について強く指導をしてまいりたいと

いうように思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  １番小松正真君。 

   〔１番小松正真君登壇〕 

○１番（小松正真君）  御答弁をお伺いしてい

ると、どこか事業者側の代弁者のような御答弁

のような気がして、すごく残念です。 

 平成29年10月24日付の記者懇談会の資料を拝

見すると、選挙で市長が市民に対してお約束さ

れた公約が載っています。「誠実にチャレンジ、

このふるさとを未来へをモットーに」とありま

す。河川の汚濁が起因する環境破壊は、我々市

民のふるさとを未来へつなげなくする問題です。

持続可能な遠野を実現するためには、避けては

通れない問題です。一日でも早い住民の安らか

な生活を取り戻すための戦いを、今後も注視し

てまいります。 

 以上で一般質問を終わります。 

○議長（浅沼幸雄君）  次に進みます。７番菊

池美也君。 

   〔７番菊池美也君登壇〕 

○７番（菊池美也君）  皆さん、こんにちは。

会派遠野令和会の菊池美也でございます。 

 週末、皆さんはいかがお過ごしになりました

でしょうか。私は、土曜日午前中は遠野市ＰＴ

Ａ連合会、遠野中学校区のソフトバレーボール

大会に参加をして、先生方そして父兄の皆様と

子育て中の親の一人として親睦を深めました。

その後、お腹が空いたので、閉店時間間際のス

マイルランチ松崎、いわゆる子ども食堂でカ

レーライスを食べ、それから急遽、宮古市の田

老球場に向かいました。大会名少し長めなんで

すが、文部科学大臣杯第11回全日本少年秋季軟

式野球大会兼第17回岩手県少年軟式野球新人大

会兼第17回東北少年軟式野球新人大会岩手県予

選の決勝戦に、地元遠野中学校が駒を進めたと

の情報が入ったから、いても立ってもいられず

宮古に向かいました。見事遠野中学校は、県大

会に出場した27チームの頂点に輝きました。そ

の瞬間に何とか立ち会うことができました。優

勝です。県大会優勝。遠野野球界にとって、久

しぶりの明るい出来事です。遠野中学校は、来

年３月静岡県で開催の全国大会に出場をいたし

ます。中学生から元気をもらったうれしい週末

でありました。 

 それでは、最初の質問をいたします。 

 非正規社員よりも正社員のほうがよい待遇で

働くことができる。これまでの日本企業の文化

において、当然のことでありました。給与面で

はもちろんのこと、福利厚生で受けられるサー

ビス面にも、両者の間には大きな差が存在をし

ております。もちろん業務内容や責任の重大さ

が違うというのであれば、それに見合う報酬が

異なっているのも当たり前のことです。非正規

という身分を、あえて選択している方もおられ

ました。 

 これまでも労働関係法において一定のルール

はありましたが、さらに徹底がなされることに

なりました。同一労働同一賃金、別名がパート

タイム・有期雇用労働法。2020年４月、来年度

から施行されます。 

 業務内容が同じ、または同等のケースには、

雇い主は同じ賃金を社員に支払うべきだという

考え方、概念が同一労働同一賃金です。大企業

は2020年度から、中小企業は１年延期をされて

2021年度より実施されることになっています。 

 問題視されているのは、正社員と非正規社員、

派遣やパートタイムなどの待遇差。同じ仕事を

しているのに、雇用形態の違いだけで給料や福

利厚生などに不合理な格差が生じていることが、

社会的な課題と捉えられています。いわゆる働

き方改革の一つとして、正規雇用と非正規雇用

の間の待遇差を解消し、持続可能で多様な働き

方を選択できる社会になることを日本は目指し

ています。 

 国の方向性について、市長はどのように考え

ますか。 
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○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  菊池美也議員の一般質

問にお答えいたします。 

 １問目は、いうところのパートタイマー・有

期期限労働法の一つの制定に基づきまして、こ

れについてどのような認識をお持ちなのかとい

うことでありました。 

 地域経済といえども、今は世界経済の大きな

変化の波がどんどんリアルタイムで押し寄せて

きている。そして、人口減少による人手不足。

そして、さらには、今御質問にありましたとお

り、働き方改革など新しい価値観がもたらす社

会の変化のうねりといったようなものを私も感

じているところであります。 

 そのような認識の中で、先般でありましたけ

ども、６月上旬に市内の企業、２日間にかけま

して、地場企業を中心にいたしまして回りまし

た。企業経営者の方々とさまざまな率直な意見

交換を行ってまいりました。まさにぎりぎりま

で知恵を絞りながら、この大きな変化に対応す

るという企業の皆様の懸命な姿が、その中で感

じ取ることができました。 

 また、この訪問では、若手従業員の方々と懇

談する場面もありました。まさに自分の技術を

高め、企業や社会に貢献したいという頑張って

いる方々が、若い社員の方々が多い。本当に遠

野のためにという形で頑張っている方が多いと

いうことも、改めてその方々と向き合いながら

感じてきたということを、ちょっと正直に申し

上げておきたいと思っております。 

 そのことを踏まえながら、ただいま御質問に

ありましたとおり、この同一労働同一賃金の問

題につきましては、国が目指す一億総活躍社会

の実現に向けて取りまとめられた働き方改革実

行計画の一環で、同一企業・団体における正規

労働者と非正規労働者、いうところの有期雇用

労働者ですね。有期雇用労働者、パートタイム

労働者、さらには派遣労働者という言葉になろ

うかと思っておりますけれども、この間の不合

理な待遇の解消を目指すものであると、御質問

にあったとおりであります。 

 そのような中におきまして、今、国会におき

ましても、この法律が成立になりました。労働

基準法、労働者派遣法とともにパートタイム・

有期雇用労働法などの法整備が整いまして、長

時間労働の是正や公正な待遇の確保のための措

置を講ずるとされたところであります。よく民

間企業での長時間労働や過労死という問題もあ

ったわけでありますし、また、あるということ

も承知しております。残業代の不払いなどの問

題もクローズアップされてきているということ

になるわけでございますから、こうしたことを

踏まえながら、長時間労働の規制のほか、仕事

ぶりや能力が適正に評価され、意欲を持って働

くための働き方改革に期待をいたしているとこ

ろであります。 

 また、正規雇用と比べ、非正規雇用には、雇

用が不安定、能力開発の機会が少ない、賃金が

低いといったような課題が指摘をされていると

ころでありますので、まさに法のもとの平等と

いう観点からも、このようなものに対する法の

整備といったものにつきましては、一定の期待

を持ちながら、また、ぜひそのような環境に持

ち込むべきではないのかなと認識をしていると

ころでございますので、その認識を申し上げて

答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ７番菊池美也君。 

   〔７番菊池美也君登壇〕 

○７番（菊池美也君）  市長のお考え、働き方

改革に一定の期待を持っているという答弁でご

ざいました。 

 それでは、次の質問入ります。そこに関連し

て、一定の期待を持ちつつも、どうなんだとい

うところを質問させていただきたいと思います。 

 今定例会において、議案第25号は、遠野市会

計年度任用職員の給与等に関する条例の制定に

ついてであります。提案理由は、会計年度任用

職員に係る給与等に関し必要な事項を定めよう

とするものである。新たな条例の制定です。制

度が変わるからということだと思います。 

 会計年度任用職員は、民間企業の同一労働同
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一賃金を目指す政府の方針に沿い、地方自治体

の非正規職員の任用根拠として新たに位置づけ

られました。臨時・非常勤職員の大部分が対象

となり、自治体間でばらばらな勤務条件が統一

をされます。期末手当などの支給によって、正

職員との格差解消につなげようというものです。

総務省の会計年度任用職員制度の導入等に向け

た事務処理マニュアルにのっとっての準備と捉

えます。 

 ただ、不安材料が残ります。遠野市職員数は

定員管理やアウトソーシングなどにより縮減し

ておりますが、正規職員が非正規職員に置きか

えられている実態を伺うことができるのかなと

思っております。 

 非正規の職員は、一般事務はもとより、学習

支援員などあらゆる行政サービス・職種に広が

り、本格的・恒常的な業務を担っています。地

域おこし協力隊員も会計年度任用職員の対象に

含まれてまいります。 

 しかしながら、８月15日の新聞報道によれば、

国は関連条例の改正を自治体に求める一方で、

費用分担をどうするかを明らかにしていないと

いうことでありました。 

 記事を読み上げてみます。「人件費負担に自

治体が戦々恐々としている。制度導入で非正規

の地方公務員が期末手当・ボーナスなどの支給

対象となって人件費が大幅にふえるのに、国と

自治体の負担割合がいまだに決まっていない」。 

 議案が可決となれば、非正規の職員が会計年

度任用職員に移行されます。2020年度の人件費

は、期末手当の支給などで増額となるでしょう。

翌2021年度には経験年数による昇給も加わり、

さらに市の人件費はふえることが予想されます。 

 記事から２週間以上が本日経過しております。

この間、何か動きはありましたでしょうか。財

源は見込めているのでしょうか。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  会計年度の任用職員の

一つの問題についての御質問でありました。 

 平成29年に一部改正された地方公務員法及び

地方自治法により、令和２年４月１日から施行

される会計年度任用職員制度について、今定例

会に給与等に関する条例の制定を提案申し上げ

ているところであります。 

 したがいまして、いろいろ御審議をいただく

ことになろうかと思っておりますので、この会

計年度任用制度、それに御質問にありましたと

おり、当市にどのようなという部分につきまし

て、担当の佐藤総務企画部長のほうから今の状

況につきまして答弁を申し上げますので、御了

承をいただければと思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  総務企画部長。 

   〔総務企画部長佐藤浩一君登壇〕 

○総務企画部長（佐藤浩一君）  命によりまし

て、菊池美也議員の一般質問にお答えいたしま

す。 

 会計年度任用職員制度は、臨時的任用職員及

び非常勤職員の適正な任用と勤務条件を確保す

ることが求められております。 

 従来、制度が不明確であり、各地方自治体に

よって任用や勤務条件等に関する取り扱いに違

いがありました。 

 今般の一部改正におきましては、会計年度任

用職員制度が創設され、また、特別職非常勤職

員及び臨時的任用職員の任用要件が厳格化され、

あわせて、会計年度任用職員には期末手当の支

給が可能となったものであります。 

 質問にもあるとおり、特別職非常勤職員とし

て任用されない非常勤職員及び臨時的任用職員

は、会計年度任用職員に移行することとなりま

す。 

 会計年度任用職員への移行に伴う財源負担は、

本市のみならず全国的な課題であると認識して

おります。 

 健全な財政運営と行政サービスを維持するた

め、行政事務の包括アウトソーシングを行うこ

とを検討しております。 

 臨時的任用職員が担っている業務や、定型的

な業務を担っている非常勤職員の一部の業務に

ついて包括アウトソーシングを行い、将来的な

人件費削減を図っていきたいというふうに考え
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ております。 

 国からの財政支援に関しては、総務省の平成

31年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意

事項等において、会計年度任用職員制度の導入

に伴うシステム改修に要する経費に対して、地

方交付税措置を講ずることとされております。 

 また、総務省では、各府省に対して令和２年

度の地方財政措置について要請しており、その

中に、会計年度任用職員の給与を対象経費に含

む国庫補助負担金等について、所要の財源を確

保するよう求めております。 

 市としましても、岩手県や他市町村と連携し、

財政支援について働きかけを行っていきたいと

いうふうに考えております。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ７番菊池美也君。 

   〔７番菊池美也君登壇〕 

○７番（菊池美也君）  職員のというか、人件

費の増加は避けられないんだと。今現状は国の

負担割合等も決まっていないので、これから、

あるいは国・県に申し入れをしていくという方

向、そうしていきたいと。小さな自治体では、

単独ではもう賄いきれない部分が出てくるぞと

いう大きな大きな課題が残っております。 

 市町村については、国とか県とか将来的にそ

ういった財政的な支援が見込めてくるのかもし

れませんけれども、じゃあ、果たして一般企業

は、特にもう中小企業は、そうはいかないと思

うんですね。自らの利益で賄うことができると

いうような体力のある民間企業ばかりではあり

ません。先ほども申し上げましたとおり、中小

企業についても、この同じ同一労働同一賃金と

いう制度の導入は、2021年４月から法律が適用

されることとなっております。 

 この同一労働同一賃金には、社員側から、従

業員側、働く側からと企業側、雇用する側から

見た表裏一体のメリット・デメリットがそれぞ

れあろうかと思います。 

 まず、メリットを掲げてみます。 

 待遇が改善されると、非正規社員のモチベー

ションは上がります。納得できる賃金が支給さ

れることで、業務や組織への満足度もアップし

ます。短時間や週に数日など、ライフスタイル

に合わせた働き方を希望する非正規社員には朗

報でしょう。 

 非正規社員の働く意欲がアップすることで、

潜在的な能力を引き出し、さらに今ある能力を

維持向上できる可能性も広がります。今後、非

正規社員は業務で必要な知識やスキルを身につ

ける教育訓練を受け、キャリアアップして仕事

や業務の幅が広がる可能性があります。非正規

社員が意欲的に働くことで業務の効率化や生産

性の向上が進めば、利益や企業業績のアップに

つながります。さらに、非正規社員でも納得で

きる賃金や待遇を得られるのであれば、求職者

や未就業者の労働意欲も高まります。これは、

少子高齢化で多くの企業が直面している、また

これからも直面するであろう申告な人材不足の

解消策にもつながってくるものと考えられます。 

 その裏側、デメリットを考えてみます。 

 同一労働同一賃金の趣旨は、何度も繰り返し

ますが、非正規社員の待遇改善としての賃金ア

ップです。対象は、賃金や各種手当はもちろん、

福利厚生や教育訓練なども含まれるため、人件

費負担が企業経営を圧迫する恐れが出てまいり

ます。非正規社員の待遇を改善することに伴い、

人件費の高騰が見込まれます。そこで、会社側

の対応としては、人件費をカットするために能

力や評価が低い社員は給与の減額や賞与の廃止、

リストラまたは新規雇用を手控えるという残念

な対応をされる恐れが出てまいります。 

 賃金アップに伴う人件費負担が企業経営を圧

迫すると、新たな投資やほかへの投資を抑制し

たり、見送る可能性が出てまいります。そうな

ると、企業の成長は減速、低迷することにもな

りかねません。余りにも変化が急過ぎるなと思

います。 

 先ほど一番最初の市長触れておりましたけれ

ども、６月に市内の企業を訪問して、若手の社

員含め、いろいろな意見の交換をされてきたと。

そのことも含めて答弁いただきたいんですけれ

ども、改めてこの同一労働同一賃金導入にかか
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って、市として市内の中小企業に対しての支援

が必要になってくるんじゃないかなと私は考え

ますが、市長はどう思いますか。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  同一労働同一賃金の認

識あるいは今の現状等につきまして、先ほど私

の基本的な認識を申し上げ、今、中小企業等、

地場企業等に対する一つの対策案を含めての御

質問でありました。 

 したがって、１問目の質問の中に、市内の企

業を全部というわけにいきませんでしたけども、

主な企業を回りました。２日間かけて回りまし

た。もちろん私一人で回ったわけじゃなくして、

担当部長、担当課長も同行しながら、担当者も

入りながら、一緒になってさまざまな意見交換

を行ったということなわけでありまして、申し

上げましたけども、今のメリット・デメリット、

そしてまた一方においては、急ぎ過ぎではない

かと。どうすんだと。能力やら、あるいは、さ

まざまなものによって差別されないだろうかと。

あるいは、人件費の高騰につながらないだろう

かというような御質問が今ありました。 

 市の組織にありましては、先ほど担当の総務

企画部長から答弁申し上げましたとおり、包括

アウトソーシングという一つの仕組みの中で、

しっかりとしたそのような法の趣旨に基づいた

対応をしようということで、環境整備を進めよ

うとしているわけでありますけども、一方の中

小企業を中心とする企業のほうへのきちんとし

たフォローも必要ではないのかなと。メリッ

ト・デメリット、それをしっかりと踏まえなが

らとなれば、人口減少に伴う人手不足、さらに

は賃金や物価の上昇、もう10月１日、あと１カ

月であります。消費税も10％に上がるというこ

とにもうなっておりまして、地方の中小企業の

経営環境といったものが、厳しい状況が続いて

いるということになるのではないのかなと思っ

ておりまして、岩手県の最低賃金を見ますと、

現在は、岩手県の場合は、2019年10月までは76

2円、2019年の10月以降は790円ということに、

今そのような議論も行われているわけでありま

すけども、一方、この働き方改革に関連する中

小企業支援として、国では雇用関係助成金のほ

か、相談支援体制のメニューを幅広く用意をし

たというように情報を得ているところでありま

す。各都道府県に働き方改革推進支援センター

を設置したということでありますから、相談体

制が整備されたと。これをしっかり連携をとら

なければならないんじゃないのかなと。メリッ

ト・デメリットのことを踏まえながら向き合わ

なきゃならないんじゃないのかなと。 

 また一方、遠野商工会あるいは遠野職業訓練

協会ともしっかりと連携を図りながら、９月10

日には、企業向けの働き方改革セミナーが企画

されているということも聞いているところでご

ざいますので、制度の周知、さらには、大事な

のは、個別相談などもしっかりと行っていかな

ければならないんじゃないのかなと思っており

ます。 

 もう一方、市としては、中小企業の生産性向

上に向ける取り組みには、３年間の固定資産税

の減免措置を講じておりますし、それから、市

内金融機関と連携しながら、設備資金のみなら

ず、運転資金に対する融資の利子補給も今後も

行っていく考えであります。さらには、税制支

援、金融支援のほかに、遠野商工会などの団体

機関とも連携を図りながら、市内の中小企業に

制度の周知をしっかり図ってまいりたいという

ように思っております。 

 国の幅広い支援制度を市内の中小企業の皆様

に活用をしてもらうために、マンパワーと、そ

れから、ハンズオンによる支援体制の充実が必

要だということで、現在、行政改革・アウト

ソーシングの検討を進めるため、行革の検討状

況を含めながら、新たな行政支援の形を今検討

をしているとこでございますから、さまざまな

現場の意見、あるいは現状等につきましての情

報も私どものほうにもという部分の中で、しっ

かりとした仕組みづくりに持ち込みたいという

ように思っているとこでございますから、よろ

しくお願いを申し上げたいというように思って
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おります。 

○議長（浅沼幸雄君）  ７番菊池美也君。 

   〔７番菊池美也君登壇〕 

○７番（菊池美也君）  体制整備して、いろい

ろと支援をしていくんだと。遠野市においても

情報収集しながら取り組んでいくという答弁い

ただきました。 

 いずれにせよ、総合計画に雇用の確保とうた

っています。この新しい制度によって残念なこ

とにリストラに遭うとか、そういったことが一

切、一切というか、極力ないように、やっぱり

雇用の確保、一番遠野に住んでもらうために、

遠野で暮らしていくためには、なりわいがない

と生活できませんので、そういったところをき

ちっと総合計画、何度も繰り返しますけど、雇

用の確保、取り組んでいただければと思います。 

 ２つ目のテーマに入らせていただきます。 

 ことしの10月、もう９月ですので来月からで

すね。来月から幼児教育・保育の無償化が始ま

ります。幼稚園や認可保育所、認定こども園に

通う３歳から５歳の子どもについては、親の所

得に関係なく、一律に費用を無償とする。３歳

から５歳は全員無償。０歳から２歳の子どもに

ついては、住民税非課税の世帯に限って無償と

なります。あくまでも概略ですが、このような

内容です。 

 保育料を無償にすることについて、いろいろ

と言われているようですね。保育利用者がふえ

るだろう。そうすると、保育士さんが不足する

のでは。他業種から保育への人材の移動によっ

て、さらに他業種の人手不足、人材不足が生じ

る可能性があるのではないか。そもそも待機児

童の解消が先ではないか。一方でこんな議論も

あるようです。 

 虐待の予防が進む、幼児期の早い時期は脳が

最も敏感な時期で、愛着を抱くなど精神面で重

要な成長をする時期です。家庭訪問や保育など

子育て支援によって、この時期の虐待などの不

適切な育児を予防していくことは、子どもたち

の幸せのためにも、また、将来の日本社会の安

定のためにも極めて重要なこと。 

 社会経済的に不利な家庭では不適切な育児が

生じやすく、２歳半時に子どもが保育所などに

通っていると、不適切な育児が予防されやすい

という、保育の虐待予防効果も示されています。 

 そのため、保育所定員までに一定の余裕を残

している地方部では、保育無償化によってハイ

リスク家庭の保育利用がふえ、虐待の予防につ

ながる可能性も期待ができます。あるいは、無

償化によって保育所への利用申込みがふえ、３

歳から５歳児の母親の就業がふえる、人手不足

の緩和、さらには、女性活躍が進む可能性が見

込まれるなどなど、国レベル、全国レベルでは

いろいろな角度の議論がなされているようです。 

 ここは市議会ですので、今回の幼児教育・保

育の無償化、国の施策によってどのような影

響・効果が遠野にもたらされるとお考えになり

ますか。市長の御答弁を求めます。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  「子育てをするなら遠

野」というスローガンを掲げながら、さまざま

な条例、わらすっこ条例、あるいはプラン、基

金といったようなものを含めながら、昨年の４

月には子育て応援部という組織を立ち上げなが

ら、切れ目のない子育て体制をきちんと遠野の

中からつくり出そうという中で取り組んでいる

ところであります。 

 今、菊池美也議員の中から、さまざま無償化

という、幼児教育・保育の無償化についての遠

野のもたらす影響及び効果等につきまして、今

社会の大きな問題になっております虐待の問題

なども含めながら御質問をいただきました。全

くそのような状況の中に、遠野にはそのような、

起こしてはならないし、また、あってはならな

いし、そのような環境を未然にしっかりと防止

をしながら、よりよい環境をつくっていくとい

うことは、これは義務であり、それこそ責務で

あり、一つの遠野行政にも課せられた義務であ

る。 

 そういった中におきまして、国の少子化対策

及び幼児教育推進により、ことしの10月から、
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保育所等を利用する３歳から５歳及び住民税非

課税世帯の０歳から２歳の子どもに係る保育料

は、一律無償化とすることとなって決定をいた

しているところであります。 

 ちなみに、市内の８月１日現在における３歳

から５歳児500人のうち、幼稚園・保育所及び

認定こども園を利用する子どもは492人、利用

率で98.4％という数字になっているわけであり

ますから、ほとんどがそのような環境の中で子

育てを行っているということになるわけであり

ます。 

 そういったことを含めますと、少子化が進行

する中においても、幼児期の教育・保育の重要

性を踏まえた幼児教育・保育の無料化は、子育

て家庭の経済的な負担の軽減はもとより、少子

化対策を推進する一環としても、非常に効果の

ある一つの制度と申しますか、効果が期待され

るのではないかなというように認識しておりま

す。 

 ただ、国が定める保育料の無償には、保育所

の設置における、おかずやおやつ代である副食

費は、これは無償化の対象外とされておりまし

て、引き続き保護者が負担することになってい

ることから、市といたしましては、これは今議

会でも御議論をいただかなけりゃならないかと

いうように思っておりますけども、「子育てを

するなら遠野」という一つの中における環境整

備といたしまして、保育協会のほうとも何度も

議論をしながら、そしてまた、前段の質問であ

りましたけども、働き方改革という中で、保育

所に働いている方々、幼稚園・認定保育園のほ

うに働いている方々、公立・私立を問わず、公

立・私立を問わずというよりも、保育園・幼稚

園を問わず、しっかりとした環境をつくろうと

いうことで、副食費の無償化といったものに取

り組もうという中で、今議会に予算化を図って

いるとこでございますので、よろしくお願いを

申し上げて答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  午後１時まで休憩いた

します。 

   午後０時00分 休憩   

────────────────── 

   午後１時00分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  休憩前に引き続き、会

議を再開いたします。 

 引き続き一般質問を行います。７番菊池美也

君。 

   〔７番菊池美也君登壇〕 

○７番（菊池美也君）  午前中に引き続きまし

て、幼保の無償化について、遠野に国の施策が

どういった影響があるのか、どういった効果を

もたらすかという点から、いろいろと質問を続

けさせていただきたいと思います。 

 午前中の市長の答弁において、影響というか

効果、遠野市における効果、これまでほとんど

のお子さんが保育所・保育園等に通園も既にし

ているので、新たな利用者がふえるということ

は少ないんじゃないかと。それに基づいて、仕

事、人材不足の緩和に仕事、各企業の人材不足

の緩和にもなかなか結びつきにくい。ただ、一

点、一点というか、ただ、いいこととしては、

子育て世代の負担の軽減につながって、しいて

は少子化の対策につながってくるということを

期待するという旨、答弁いただいたかと思って

います。 

 もう一つ、市長触れていなかったんですけれ

ども、財政的な部分でいいことが出てくるんじ

ゃないかなと一つ考えています。 

 現在の保育料は、国が上限額、いわゆる国庫

負担金の精算基準額を定め、それを上限として、

実際に徴収する市町村が独自に保育料を決めて

います。上限額は高い設定になっていますので、

市町村が決める保育料は上限額よりも低く設定

される、そういった場合がほとんどになってい

ます。これを保育料減免、差額を保育料減免額

と呼び、減免額はそれぞれの市町村の単独負担

です。 

 繰り返しになりますが、来月10月から３歳児

以上の保育料が無料となります。幼保無償化に

係る財源の負担割合は、今年度の残り半年間に

ついては国が10割、来年度以降の負担割合は国

２分の１、県４分の１、市４分の１。今回の無



－ 28 － 

償化によって、これまで減免額を大きく設定し

ていた市町村ほど、これから歳出の削減が図ら

れるという形になろうかと思います。遠野につ

いては、これまで市民の皆様の御理解をいただ

きながら、基本的に国の上限額の２分の１に保

育料金を設定をしておりました。 

 幼保の無償化によって生み出される財源は、

引き続き少子化対策・子育て支援に限定した分

野に充てるべきと考えます。 

 さきの質問で、市長、保育の無償化と言いな

がらも、副食費については無償になっていない

ので、遠野独自の組み立てとして、副食費の部

分も無償化を図りたいという答弁をいただきま

した。もちろんそういった考え大事なんですが、

もちろんありがたいことだと思うんですけれど

も、恒久的な取り扱いが必要ではないかなと思

います。 

 「子育てするなら遠野」として、総合計画の

共通優先課題に少子化対策・子育て支援を掲げ

ている遠野が、保育料の無償化によって生み出

される財源を、全く別の分野に使ってしまうこ

とのないようにということを求めたいと思いま

す。市長のお考えを伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  御質問にお答えいたし

ます。 

 非常に建設的な、そしてまた、真剣に考えな

ければならない課題への御質問であったという

ように受けとめているところであります。 

 市の総合計画の中では、共通優先課題の一つ

といたしまして、少子化対策・子育て支援を位

置づけながら、それぞれの目標を持ちながら、

しっかりと進行を管理をしながらということで

進めております。正直なところ、じくじたる思

いもあります。もっと大胆に、もう少しダイナ

ミックに進めたいなと思うときも時々あります。

ただ、いろんなバランスを考え、そしてまた、

さまざまな課題に立ち向かうとなれば、やはり

どうしても財源という問題と向き合わなければ

ならないというその中にあるわけでありますけ

ども、そこにどうめり張りをつけるのかという

部分が、まさにこの総合計画の優先課題の共通

優先課題として位置づけたというところに見出

すことができるんじゃないのかなと思っており

ます。したがって、国が定める保育料を半額程

度に引き下げ、独自軽減策の中で支援をという

部分も行ってきたということは、御案内のとお

りだというように思っております。 

 御質問にありました今回の幼児教育・保育の

無償化に伴いまして生み出される本市の一般財

源、今年度は６カ月間で2,200万円、そして、

来年度は通年ということになりますから、4,40

0万円という形で試算を行っているところであ

ります。 

 この貴重な財源を、これまで取り組んできた

少子化対策、子育て支援、安定的かつ継続的、

さらには、いろんなめり張りをつけながらの子

育て支援というところにどのように、しかし、

一方においては、この健全財政５カ年計画に基

づく健全財政も維持していかなきゃならないと

いう一つのバランスをどうとっていくのかとい

うことが、やっぱり常に検証をしながら進めて

いかなければならないんじゃないのかなと思っ

ております。 

 国の幼児教育・保育無償における副食費につ

いては、年収360万未満の相当の世帯と、全て

の第３子以降の子どもの世帯を除き、保護者が

負担することとなり、その費用は施設が徴収す

るというものであったわけであります。それを、

いろんな市内の保育所、それから、さまざまな

関係者、保育協会を含め、午前中の質問にあり

ましたとおり、働き方改革も進めていかなきゃ

ならない、そしてまた、幼児教育・保育士の先

生方には、文字どおり高い志のもとに子どもた

ちと向き合ってもらわなければならないという

ような、いろんなあらゆる角度から、関係者と

かなりの濃密な議論を展開をいたしました。 

 その中で、子どもたちにしっかりと向き合う

という中にあっては、現場の事務負担も、少し

これも我々も考えなきゃならない。保育協会も

考えなきゃならない。そういうような中におき
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まして、共通認識の中から、これを市として何

らかの応援施策を展開したいと考え、「子育て

するならば遠野」というものを掲げる遠野市と

しては、副食費の保護者負担と保育所施設の取

り扱いにつきまして協議を重ね、13園を運営し

ている保育協会というような中におきまして、

副食費を市が助成をするという中に一つの方針

の結論を得まして、今議会に予算化を図ったと

いうとこにあります。 

 したがいまして、このこと、市といたしまし

ては、国の免除対象とならない副食費を市が全

額助成することによりまして、本当の意味での

保育料無償化の実現を目指したいというように

考えているところでもありますし、繰り返しに

なりますけども、保育所の先生方、保育士の

方々、徴収事務等の新たな負担もなくすという

ことも、やっぱりこれも一つ大事じゃないのか

なというような認識を持ったわけでありまして、

実は、ちょっと長めの答弁になって申しわけあ

りませんけど、出生数29年度138人であったの

が、30年度は164人と、微増ではありますけど

も、子育て支援施策に力を入れている効果が、

この数字の中からも見出すことができるんじゃ

ないかなということを思えば、御質問にありま

したとおり、財源の使い道については、これか

ら策定するさまざまなプラン、あるいは、いろ

んな制度の見直しといったことをあらゆる角度

から検討しながら、ハード・ソフト両面から、

そこの支援策の財源としてしっかりと位置づけ

るということに持っていかなければならないと

いうように思っているところでありますし、わ

らすっこ基金などにもそのような貴重な財源を

その中に見出していくということになるんでは、

見出すことに位置づければ、議会の皆様にも市

民の皆様にも御理解をいただけるんじゃないの

かなというような認識でいるとこでございます

ので、その認識をもって答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ７番菊池美也君。 

   〔７番菊池美也君登壇〕 

○７番（菊池美也君）  あくまでも試算でしょ

うけれども、６カ月で2,200万、一年、通年通

すと4,400万の財源が、今回の国の制度設計に

よって遠野市にとっては生まれてきそうだなと

いう答弁いただきました。確かに、やみくもに

子育て支援に全部投資してほしいと言っている

わけじゃなくて、やっぱりバランスを見ながら、

木を見て森を見ずなんてことにならないように、

私たちも議会としてはきちんとチェックをしな

がら、子育て支援、少子化対策を取り組んでい

きたいと考えております。 

 今回の国の幼保の無償化というのは、少子化

対策に直接つながるんじゃないかという、そう

いった議論もあるようなんですよね。産みたい

人が産みやすくなるんじゃないかと、こういっ

た論じられ方もしておりますけれども、いろい

ろな遠野市内のアンケート等を見ると、遠野に

とって、国の幼保無償化施策というのは、本当

に遠野の現況に、少子化の対策になり得るのか

というと、ちょっと何か疑問が残るんですよ。

確かに親御さんの経済的な負担の軽減は図られ

ますけれども。 

 ここに遠野市子ども・子育て支援に関する

ニーズ調査結果報告書あります。この中の就学

前児童の保護者がこのように答えています。ア

ンケートの結果です。「あなたは、子育てに対

する経済的、精神的な負担などが解消されると

したら、何人のお子さんを望まれますか」。皆

さん、何人だと思いますか。アンケートの結果

からは、最も多いのが「３人」、48.4％。「４

人」は15.1％。「５人以上」と答えてくれてい

る保護者さんもいらっしゃいます。8.9％。 

 また、次の質問で、「少子化の要因」はとい

う問いに対しての複数回答でありますが、一番

多いのは、「地域内に産婦人科・小児科の病院

がない」、これが67.2％。また、「わらすっこ

プランの施策にどのようなことが必要である

か」という問いに対しての複数回答で一番多か

ったのは、やっぱり、やっぱりというか、想像

しやすいところがあるんですけれども、「お産

を扱う医師の常勤化」、これが49.1％でござい

ました。 

 それから、もう一つ。まちづくり指標の中に
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おいても、妊娠・出産について満足している者

の割合の30年度の実績は95.8％でした。ここの

まちづくり指標の成果・評価を読み上げてみま

す。「特に母親の不安が高まりやすい産後、退

院してから１カ月程度の期間において、助産師

や保健師から十分なケアを受けることができた

かについてアンケート調査を行った結果、適切

な支援を受けることができ満足している者の割

合は95.8％、144人中138人であり、目標値85％

を大きく上回った」。 

 子ども・子育て支援に関するニーズ調査の自

由解答欄にも、このようなコメントがあります。

これも読んでみますね。「今回、初めての子育

てで不安でしたが、出産前から助産師、保健師

さんの丁寧な対応で、安心して出産することが

できました。出産後もさまざまな支援があり、

安心して子育てができています。あとは、産婦

人科が常にいてくれると助かります」。 

 また数字述べさせていただきますね。平成30

年度の合計特殊出生率の実績というのは1.71で

した。アンケートでは、経済的な精神的な負担

さえ解消されれば、３人のお子さんを望む、４

人を望む、５人以上を望むという子育て世代も

いることがわかりました。 

 遠野にとって、より効果を上げる少子化対策

は何でしょうか。アンケートの結果からるる数

字並べさせていただきましたけれども、産前・

産後サポート事業や産後ケア事業の継続・充実

を図りつつ、産婦人科医の市内常勤を何とか実

現する。確かに難しくて厳しくて、これまでも

努力をされているというのは重々承知しており

ますが、改めて少子化対策という目線から、産

婦人科医の招聘について、市長の思いをお聞か

せください。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいま菊池美也議員

から、かなり丁寧にそれぞれのアンケート調査、

保護者の方々の意向を含めながら、何がその中

にやらなければならない課題があるのかという

ことが、おのずとうなずくような形での調査・

アンケート結果なり、あるいはいろんな調査結

果で、御質問の中にありましたとおり、今回初

めての子育てで不安でしたが、出産前から助産

師、保健師さんの丁寧な対応で安心して出産す

ることができましたという、そのような質問の

中にありました。関係者は励みになると思いま

す。頑張らなければならないというような、そ

のような思いになると思います。そう見てくれ

るんだ、そう評価してくれているんだとなれば、

やはりしっかりと命と向き合うという部分のそ

のようなやる気が、そしてまた意欲が、そして

また取り組まなければならないという、そのよ

うな使命感といったものが、こういった関係職

員の中にも出てくるんではないのかなと思って、

ただいまの御質問を聞いたところであります。 

 少子化対策を効果を上げるという部分の中に

ありまして、実は、平成30年度に子育て応援部

という組織を立ち上げました。その中におきま

して、教育委員会、保育協会、健康福祉の里、

あるいは社会福祉協議会をはじめ、市民セン

ター組織も含め、医師会の先生方も含めながら、

文字どおり総合的にしっかりとした子育て支援

体制をつくろうじゃないかと。それが総合力だ

という中で、こういった関係者の打ち合わせ、

あるいは情報共有なども、子育て応援部が幹事

役になって進めているという状況であります。 

 合計特殊出生率の問題も、今出ておりました。

それから、環境が整えば４人、５人というよう

な、そのような保護者の方々もいますよという

部分も、これも私どももしっかりとこの数字と

向き合わなければならないというように改めて

思ったところであります。特に、常勤の、常に

産婦人科医がいてくれればいいなというのは、

まさに切実な思いで、私もこの間ずっと、市長

という職をいただいた後、この問題に向き合っ

ているわけでありますけども、なかなかそれが

実現できなくている。しかし、手をこまねいて

いるわけにはいかないという中で、いろんな制

度あるいはネットワーク、あるいは、消防職員

の救急救命士という職員の方々にもお産という

ものに向き合ってもらうというような仕組みを
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つくり、さまざまな手だてを講じてきているわ

けでありますけども、まだ医師招聘そのものに

は実現になっていないというよりも、ますます

絶対数が少ないという中で厳しくなってきてい

るということにはなっているわけでございます

から、その辺を、しかし、厳しいからといって、

それでもってよしとするわけにはいかない。や

っぱり遠野という中において、そのような環境

をつくるためには医師招聘にもという、そのよ

うな中で、子育て応援部の総合的な取り組みな

ども生かしながら、やはりひとつ取り組んでい

かなければならないんじゃないのかなと思って

おるとこでございますけども、なかなか招聘と

いうところの決め手というよりも、確かにこう

いったような総合的な取り組みをこれからも引

き続き発信しながら、何とか実現に持ち込めな

いだろうかというように考えているとこでござ

いますので、なお、この少子化対策でより効果

を上げるという一つの御質問でありましたので、

今年度、子育て応援部がさまざま取り組んでい

る今の取り組み状況につきまして、質問にお答

えする形で、担当の子育て応援部長のほうから

今の取り組み状況について答弁申し上げますの

で、御了承いただきたいと思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  子育て応援部長。 

   〔子育て応援部長兼総合食育課長佐々木

一富君登壇〕 

○子育て応援部長兼総合食育課長（佐々木一富

君）  命によりましてお答えいたします。 

 今年度は、「子育てするなら遠野」第２ス

テージへと向かう準備を整えるため、第２次遠

野わらすっこプランの策定、制定10周年を向か

えたわらすっこ条例の発展的な見直し、わらす

っこ基金の新たな仕組みづくりと三本柱とし、

関係機関とのさらなる連携のもと、少子化問題

と正面から向き合い、子ども・子育て施策の推

進に取り組んでいます。 

 わらすっこ支援委員会では、昨年度から高校

生に参画いただき、今年度は既に委員会を３回

開催しました。わらすっこプラン、条例、基金

の子ども・子育て三本柱の第２ステージについ

て議論を重ねてございます。 

 また、遠野高校の新しい遠野物語をつくるプ

ロジェクトにおいても、高校生がみずから未来

を見据えた夢のある施策について意見を出し合

い、主体的に想像する機会を設けてございます。 

 さらに、保育所等施設に通園している児童の

保護者には、保育料無償化に係る説明会にあわ

せて、市が実施している子ども・子育て支援事

業について改めて説明しながら、保護者からも

直接声を頂戴してまいってございます。 

 子ども・子育て支援に関するニーズ調査を踏

まえるとともに、引き続きさまざまな機会や検

討の場を通して意見を集約し、新たなわらすっ

こプランの策定に取り組んでまいりたいと思い

ます。 

 また、子育ての入り口となる周産期医療や産

前・産後サポートの充実は、少子化対策の中で

も重要な柱の一つでございます。 

 市では、今年度に助産師１人を増員し、３人

体制としました。 

 助産院ねっと・ゆりかごは、第２ステージと

して、助産師２人が妊婦の家庭訪問など、地域

に出向いた寄り添い指導を行うほか、保健師、

栄養士と連携し、産前・産後の切れ目ない包括

的な支援を行ってございます。 

 もう一人の助産師は、元気わらすっこセン

ターで、子育て世帯が安心して子育てできるよ

う、不安を抱える家庭などのサポートに出向き、

育児と家庭生活の重層的な支援に努めていると

ころでございます。この連携の仕組みを大事に、

一歩一歩さらに進化させていきたいと思ってご

ざいます。 

 一方、広域的な医療環境整備の視点から、県

中央部と沿岸部を結ぶ中継地点としての遠野市

の地の利を生かし、本市に地域周産期母子医療

センター等の拠点の設置を県に働きかけてござ

います。 

 以上で答弁を終わります。 

○議長（浅沼幸雄君）  ７番菊池美也君。 

   〔７番菊池美也君登壇〕 

○７番（菊池美也君）  いろいろこれまでの取
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り組みを継続していくと、より一層子育て支援、

少子化対策に取り組んでいくという姿勢を部長

のほうからは説明をいただきましたが、医師の

招聘について、先ほど市長、なかなか難しいこ

とであるけれども、制度とかネットワーク、仕

組みを、さまざまな手だてを打ちながら、安心

安全な出産環境を確保していきたいと。ただ、

全く諦めていないぞと。それこそ愚直に関係者

の総合力で取り組んでいくんだということを答

弁いただいたかと思います。その総合力という

中に、官民一体とか、市民も力添えができるん

じゃないかなと考えました。 

 これ、私撮ってきた写真なんですけれども、

秋田県の鹿角市、研修だったかな。こどもの城

に係る研修で鹿角市お邪魔させていただいたと

きに、いろんな場所場所で目についたんですが、

「お産できる鹿角へ」ということでポスター張

ってあるんですね。公共施設あるいは道の駅等

の訪問客が訪れるようなところに、これからの

行動ということで、「住民はお産ができる鹿角

を望んでいることをあらゆる場面でアピールし

ます。鹿角に来てくれる産婦人科医を探しま

す」という、こういうポスター張ってあるんで

す。これまで医師の招聘というと、交渉事です

から、水面下でというのが主になっていたよう

な気がしますけれども、市民一丸となって取り

組んでいるんだというのを、市内外にアピール

していくというのも、より重要になってくるん

じゃないかなと思います。官民一体での取り組

み、産科医不在の解消に明るい展望を見出して

いきたいと思いますが、最後に市長のお考えを

お伺いします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいまこの問題につ

きまして、一問一答の中で、改めて「子育てす

るなら遠野」ということと少子化といったもの

に果敢に挑戦をするという部分の課題が、また

浮き彫りになったんではないのかなというよう

に思っておりまして、今御質問の中にありまし

たとおり、鹿角の例もありました。市民一丸と

なって市内外に発信をしながら、そのような環

境をつくっていくことが大事なんだということ

もそのとおりでありまして、全く私もその先頭

に立ちまして、「子育てするなら遠野」という

中に、一つの環境づくりをソフト・ハードの中

に見出すと。今、子育て応援部を中心に大変活

発な議論をさまざまな関係者の方々と行ってい

るとこでございますから、菊池美也議員からも

建設的な提言あるいは意見といったようなもの

をお寄せいただきながら、かみ合せた一つの議

論と、そしてまた、その環境づくりにともに一

緒になって取り組んでいくということを、ひと

つ見出していきたいかなというように思ってい

るとこでございますから、私の思いも申し上げ

まして、これからの「子育てするなら遠野」と

いう一つの環境づくりに、全力を上げて前に進

んでいきたいというように思っているとこであ

ります。 

○議長（浅沼幸雄君）  ７番菊池美也君。 

   〔７番菊池美也君登壇〕 

○７番（菊池美也君）  私の一般質問を終わり

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  次に進みます。６番小

林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  公明党の小林立栄でご

ざいます。通告にしたがいまして、一問一答方

式で質問をしてまいります。 

 防災の日の昨日、市内一斉に浸水・土砂災害

に備えた防災訓練が行われました。自主防災組

織や消防団の皆様、参加された多くの市民の皆

様、関係各位の皆様におかれましては、大変に

お疲れさまでございました。訓練の中でさまざ

まな課題・問題点があったと思われます。防

災・減災にこれでよしはありません。私を含め、

市民お一人お一人がさらなる改善に結びつけて

いく努力が大事であると感じております。 

 さて、先週には、北九州北部が記録的豪雨に

見舞われ、お盆のころには、西日本一帯を超大

型台風が襲いました。被災された皆様にお悔や

みとお見舞いを申し上げます。 
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 また、集中豪雨や竜巻、突風、雷、大規模な

火災といった局地的に甚大な被害をもたらす自

然災害も、全国各地で頻発しております。 

 災害列島日本の現実を直視した住民の命、財

産、生活を守るための防災・減災、そして、復

旧・復興を含めた切れ目のない対応が求められ

ております。 

 大項目１点目は、防災・減災、復旧・復興に

ついて市としての取り組みの再確認と支援に充

実について質問をしてまいります。 

 ３年前の平成28年８月30日、台風10号が観測

史上初めて東北の太平洋側に上陸。市内の累積

雨量は270ミリを超え、住家の床上・床下浸水、

道路や護岸の決壊、農地の流出、ハウスの倒壊、

停電、孤立集落。幸い人的被害はなかったもの

の、甚大な被害がもたらされました。自然災害

の恐ろしさを忘れてはいけません。 

 豪雨災害を受けて、市では検証チームを設置

し、台風10号に対する市の対応について課題を

検証し、今後の防災対策に反映させようと報告

書を作成しました。報告書では、今後取り組む

べき内容として、自主防災組織の育成と防災意

識の高揚、適切な避難の実現に向けた取り組み、

迅速な初動体制と情報伝達の確立の３項目が挙

げられました。 

 東日本豪雨災害対応について検証された今後

取り組むべき項目について、市民の安心安全の

ため、この３年間どのように取り組まれてきた

のか。河川などハード面での復旧の現状とあわ

せお伺いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  小林立栄議員の一般質

問にお答えいたします。 

 冒頭御質問の中にありましたとおり、昨日は

９月１日でもって防災の日でありました。全国

各地でさまざまな訓練を行われ、市内各地でも

各地域ごとに真剣な防災訓練が行われました。

私も現場に足を運びながら、多くの方々が真剣

に自主防災組織という機能が発揮され、さらに

は、消防団、消防職員の皆様が関係者の住民に

皆様と向き合っている姿を拝見してまいりまし

た。まさに自助・共助・公助という部分がしっ

かり機能させなければならないということを改

めて感じてきたわけであります。 

 さて、東日本豪雨対策、いうところの台風10

号であります。それに伴ってのもう既に３年が

経過いたしました。この台風10号、気象庁観測

史上初めての東北地方の太平洋側から上陸とい

う、これまでにない一つのケースであったわけ

であります。ただちに被災を受けながら、もち

ろん岩泉であるとか、宮古方面、久慈方面、大

変な被害でもあったわけでありますけども、当

市におきましても、これを放っておくわけには

いかないという中で、東日本豪雨災害対応検証

チームを立ち上げまして、さまざまな角度から

検証をいたし、報告書にまとめているところで

あります。 

 今後取り組むべき一つの課題として、全部で

３項目が報告書の中に盛り込まれておりました。 

 １つ目は、自主防災組織の育成と防災意識の

高揚。これは、きのうの防災の日にも市内各地

で見られたということは、先ほど申し上げたと

おりであります。 

 それから、２つ目は、適切な避難情報の実現

に向けた取り組み。これもレベル３、４という

中にさまざまな定義があって、想定外という言

葉も出てきております。避難準備、避難勧告、

避難指示といったようなものをどのようにとい

う部分の定義と対応も、改めていろんな方で検

証をされているところであります。 

 それから、やはり迅速な初動対応と情報伝達

の確立が非常に重要だという部分が、大きな項

目で３項目提示されました。 

 この３年間の取り組みといたしまして、１番

目につきましても、非常にいろんな、盛岡地方

気象台からも講師を招きながら、みんなでこの

研修会を開催しながら、自主防災組織の育成と

防災意識の高揚の努め、さらには、土砂・浸水

ハザードマップの全戸配布、デジタル防災行政

無線の予算化、整備化にも着手をいたしました。

そして、さらには、災害対策本部組織運営訓練、



－ 34 － 

緊急初動班及び地区センター班訓練なども行い

ながら、このような一つの検証した結果の３つ

の項目に対応をしているところであります。 

 さらには、この東日本豪雨災害にもちまして、

復旧工事は255件、事業費は約12億8,000万、準

用河川としての山口川の復旧工事を最後に、平

成31年、ことしの３月にこれらの工事は全て完

了をいたしております。それぞれの懸命な関係

者の努力が、その中にあったのではないのかな

と思っております。 

 さらには、県が管理する国・県道の一級河川、

国・県道及び一級河川の災害復旧工事は、道路

が15件、橋梁が１件、河川災害が35件、合計51

件がもう既に完了をいたしております。そうい

った中におきまして、さまざまな対策が講じら

れ、復旧工事も終わったわけでありますけども、

特に甚大な被害が生じました一級河川小烏瀬川、

これは素早い県の、もちろん市議会ともども、

国・県への働きかけが遠野市は素早かったわけ

であります。国交省の本所まで持っていったと

いう部分もありまして、直ちにそのような行動

に応えてくれまして、一級河川小烏瀬川は、県

の災害復旧事業によりまして、大規模な河川改

修工事が行われました。全長約6.5キロメート

ル、事業費は21億円に及んだ工事が、今年度末

の完了を目指して今進められているということ

も申し上げて答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  台風10号被害に対する

県全体のハード面の復旧状況、これは、まだ約

75％であると新聞報道がなされておりました。

そういった中でも、遠野市としても素早い対応

をしていくことで、やはりハード面の整備、こ

れもかなり復旧のほうが進んでいるという現状

の御答弁をいただきました。やはりこのハード

事業とソフト事業、そして、市長の御答弁の中

にもございましたが、自助・共助・公助、こう

いったものを効果的に組み合わせていく、かみ

合わせていくことが重要でございます。今後と

もぜひハード事業の促進、これを国や県に働き

かけるのは当然のこととして、やはり市として

も取り組めることを着実に進めていっていただ

きたいと思います。 

 この報告書の中に、報告書作成に当たって開

催された住民説明会の資料ございます。この中

で意見・提言203件寄せられたということで出

ております。そのうちの３割の60件については、

早期の災害復旧についてという内容でございま

した。実際に被害が発生しているので、これは

当然なことではありますが、実際災害が発生し

た場合には、迅速で適切な救護、そして、生活

再建への支援体制が大変重要であります。それ

が行政の責任でもあり、被災された住民が何よ

りも行政に求めていることでございます。 

 ここからは、復旧、被災された方の生活再編

という視点で質問をしてまいります。 

 災害が発生した場合、被災者の救護、その後

の生活再建を進めていく上で、もとになるもの

に被災者台帳がございます。災害対策基本法で

市町村の長が作成することができると定められ

ております。被災者台帳をもとに、被災者に対

して、罹災証明書の発行、支援金や義援金の交

付、救援物資の管理、仮設住宅の入退去など、

さまざまな支援が行われます。 

 つまり、災害発生時には被災者台帳を速やか

に作成し、被災者の救護を効率的、正確に、公

平に実施をしていくことが重要であります。 

 災害発生時に被災者台帳を速やかに作成でき

る体制は整っているのでしょうか。また、初動

段階から応急・復旧の各段階で被災者が支援を

受けるには、さまざまな手続が必要になると思

います。行政の組織間で被災者台帳をどのよう

に利用し提供するのか、被災者の負担軽減とな

るような手順や運用ルールは整備されているの

でしょうか。被災者台帳の作成・利用について

の本市の考え方、取り組でみをお伺いいたしま

す。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  まさに災害発生、ある

いは、それを未然に防止するという部分の中に
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おきましては、関係機関が連携をとりながら、

それらの役目を果たすということが大事なわけ

でありまして、今、市のほうにおきましては、

総務企画部のほうに防災危機管理課というのを

設けまして、それぞれの連携を図りながら、こ

のような対策のあり方につきまして常に検証を

しながら進めているところであります。 

 ただいま御質問にありましたとおり、被災者

台帳の運用ルールや作成、利用についての市の

方向性ということでありました。ただいまこの

質問の中にも、被災者台帳を速やかに作成でき

る体制が整っているでしょうかというような、

そのような形での課題に対する御質問でありま

した。 

 これにつきましては、今の取り組み状況等に

つきまして、このシステムをどのように、台帳

のシステムをどのようにという中で、今の取り

組み状況を、防災危機管理課が所属しておりま

す総務企画部長のほうから、今の状況につきま

して御答弁を申し上げますので、よろしくお願

いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  総務企画部長。 

   〔総務企画部長佐藤浩一君登壇〕 

○総務企画部長（佐藤浩一君）  命によりまし

て、小林立栄議員の一般質問にお答えいたしま

す。 

 災害時の被災者生活再建、支援の上でもとに

なる台帳として、平成27年度に県が整備した岩

手県被災者台帳システムがございます。これは、

東日本大震災における生活再建支援業務の効率

的な実施と、今後起こり得る災害においても、

的確な被災者生活再建が実施できるよう県が整

備したもので、県内の市町村が導入してござい

ます。 

 このシステムにより、被災者への罹災証明書

の発給、被災者支援再建業務、災害弔慰金、災

害障害見舞金、災害援護資金、税の減免等でご

ざいますけど、これらが管理され、支援漏れ、

支援抜けを防ぐことができるとされております。 

 しかし、被災者台帳システムへの事前の住民

データの登録や家屋台帳データの登録は、個人

保護条例の制限により、本格的な運用になって

いない状況でございます。 

 東日本大震災の際には、このようなシステム

ではございませんが、各部局──税務課、福祉

課、宮守支所等になりますけど、が被災情報を

共有し、速やかに罹災証明書を発給することが、

被災者の利便を図ってございます。 

 被災者援護については、援護する時期がある

ことから、一度の手続で全て済むものではない

ところでございますので、御理解をいただきた

いと思います。 

 市の方向性としましては、この岩手県被災者

台帳システムの利用も、被災者台帳の作成・管

理の一つの形であり、発災時の被災者の利便性

を考慮し、条件が整えば運用してまいりたいと

いうふうに考えております。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  この被災者管理システ

ム、県の取り組みですね。県と県内各市町村で

取り組んでいるこの被災者台帳システムの取り

組みを行っていると。これをまた一つの形とし

て、やはり利便性の向上、こういったものにも

取り組んでいくという今後の方向性であったと

思います。 

 その上で、ちょっと一点確認になりますが、

被災者支援の業務、御答弁でもございました。

さまざまな部や課をまたいで、互いに連携した

対応が大変求められます。また、他の地方公共

団体や民間団体による応援体制、これを構築し

ていく必要もございます。そういった意味で、

ＩＣＴを活用したシステムを導入して、やはり

取り組んでいくということは大変重要なことで

あると思います。 

 ただ、実際に、過去の例なんですが、広島県

での土砂災害、また、熊本地震の際に、このシ

ステム自体は導入されていたにもかかわらず、

導入後、適切な運用がとり行われていなかった

ために、残念ですが、いざ災害が起こったとき

に十分に稼働できなかった、混乱を生んでしま
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った、そういった事例も発生したそうでござい

ます。やはりどんなシステムがあっても、やは

り日ごろからの訓練、システム更新など、平常

時からの運用が重要であります。災害により被

害が発生してしまった場合、被災者に対して支

援業務を迅速で的確に実施できる状況にあるの

か。これは大事な点ですので、改めて、平常時

からの備えや準備について、本市ではどのよう

に取り組んでいるのかお伺いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  先ほどの質問の分につ

いては、今の取り組み状況につきまして、担当

の総務企画部長から状況について答弁をいたし

ました。 

 ただいまの質問に対してでありますけども、

いうところのＢＣＰという言葉があります。ビ

ジネス・コンティニュイティ・プランという、

そのような横文字でありますけども、業務継続

計画というものでありまして、ことしの８月か

らその部分の一つの計画を策定し、先般、防災

会議の場におきましても、この部分の計画を関

係機関で共有をしたところであります。 

 これは、まさにＢＣＰという一つの概念は、

大規模な災害時に優先的に行う業務を選定しな

がら、業務の執行体制や対応手順を定めたもの

である。被災者支援についても、これを計画に

盛り込んでいる。 

 さらには、ＩＣＴを活用する具体的な方策と

して、マイナンバー制度の開始に伴ってのこの

運用、マイナポータルというような活用も掲げ

ております。官民のオンラインサービスを結ぶ

拡張性の高いこのインターネット上のサービス

であり、有する機能として、ぴったりサービス

といったものあるというように。 

 このぴったりサービスというのは、被災者支

援制度の各種手続の登録準備を行うことにより、

災害発生時に被災者は市の窓口に出向かずに電

子申請機能を用いて申請等を行うことが可能と

なるというような、そのようなシステムでござ

いますので、このようなＢＣＰという概念に基

づきまして、さまざまな形での対応を進めてい

るところでございますので、御了承いただきた

いと思っております。 

 なお、このお互いに連携をとらなければなら

ないということで、きょう、お昼の時間であり

ましたけれども、長崎、佐賀のほうを襲った大

雨の被害が拡大をしているということで、ＮＧ

Ｏの団体の方から、何枚でもタオルがあれば助

かるんだけどもというような、そのような要請

があったということも報告がありましたので、

まさに日本列島、常にこういった連携のもとに、

やっぱり適時適切にこのネットワークを活用し

ながら対応していかなきゃならない一つの事例

じゃないかなと思っておりまして。 

 備蓄しているタオルをといっても、遠野市に

もいつどのような災害があるかわからないから、

その辺も踏まえながら迅速な対応をするように

という指示をしたところでありますけども、そ

のこともちょっと踏まえて、この備えや準備と

いうものに対する対応についての答弁とさせて

いただきます。 

○議長（浅沼幸雄君）  ６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  今、御答弁の中で、Ｂ

ＣＰ、８月に策定されたという御答弁がござい

ました。なかなか遠野市では策定されないなと

いうのが、ちょっと思いとしてはありましたの

で、やはりこれは大事なことだと思います。ぜ

ひ、ただシステム、こういった仕組みがあって

も、やはり日ごろからの運用、訓練、そういっ

たところが大事であると思いますので、そこは

やはり気を引き締めて進めていただきたいと考

えます。 

 引き続き、備えの部分について、また何点か

質問をさせていただきます。 

 災害からの復旧作業を進めていく上で、まあ

仮に災害が起きてしまった場合です。避けて通

れないものに災害廃棄物の処理がございます。

平成27年に発災した鬼怒川の堤防決壊、市街地

が広範囲に浸水した茨城県常総市では、路上へ

の不法投棄や膨大な量の瓦れきやごみの対応に
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追われ、復旧作業自体に大きな支障を来しまし

た。 

 国は自治体に対し、大規模な災害に備え、事

前に仮置き場や処理方法を定めた災害廃棄物処

理計画の策定を求めておりますが、当時、茨城

県と常総市では計画が未定となっていたそうで

す。 

 市町村には、計画作成の義務はないものの、

予期せぬ災害に備えた対策は十分に取り組むべ

きと考えます。事前に担当課に確認したところ、

処理計画については策定中だと大変前向きな答

弁をいただきました。 

 その上で質問になります。 

 災害廃棄物処理計画を、やはり早期に策定を

して、災害廃棄物処理の体制を、やはりしっか

り整えることが重要であると考えます。改めて

遠野市の取り組みについてのお考えを伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  この災害発生時に発生

いたします膨大な産業廃棄物の対応につきまし

て、やはりこれも大きな課題であると。ただい

ま御質問の中でありました鬼怒川の氾濫のとき

には、茨城県常総市だけで３万6,293トンもの

産業廃棄物が生じたということであります。 

 さらには、昨年７月には、記憶に新しい西日

本を中心に甚大な被害をもたらした中におきま

しても、災害廃棄物処理計画を作成していない

ことが一因となり、仮置き場所の選定などで初

動がおくれたという話も報告として聞いている

ところであります。 

 当市におきましても、平成28年の台風10号、

し尿処理施設が浸水をいたしまして、一時的に

処理が不能となったと。その中におきまして、

北上地区広域行政組合の協力を速やかに得るこ

とができまして、し尿処理を行ったという経緯

があります。このように全国で発生している状

況を見ますと、計画のやはり重要性がますます

高まってきているということは、十分認識もい

たしているところであります。 

 この迅速な対応が求められるということであ

りますので、このいうところの地域防災計画に

記載されている災害廃棄物処理対策をより具体

化しながら、それを保管するものとして、現在、

今年度中の計画策定を目指して作業を進めてい

るところでございますので、この作業を加速さ

せたいというように考えているところでありま

す。 

 また、この処理体制の整備に関しましては、

やはり他の自治体、団体との処理体制のネット

ワークの構築が、また一方必要ではないかなと

いうように思っております。ちなみに、平成24

年の３月でありますけども、県内の市町村等に

おいて、一般廃棄物処理に係る災害相互応援に

関する協定書を締結をいたしているところであ

ります。 

 また、平成29年10月には、こういった災害廃

棄物の処理を適正かつ迅速に行うために、岩手

県産業廃棄物協会中部支部と、この処理に関す

る協定も締結しているということでありますの

で、そのようなことを踏まえながら、きちんと

した計画策定に持っていきながら、適切かつ迅

速に対応できるような処理体制整備に万全を期

してまいりたいと思っているところであります。 

○議長（浅沼幸雄君）  ６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  今年度中の作成を目指

して加速させていきたいということで御答弁が

ございました。 

 そして、さらに平成28年の台風10号のときも、

迅速に岩手中部のほうとの連携を図って対処を

していただいたという答弁もございました。僕、

そこの部分が大事であると、やはり考えており

ます。 

 これは、今、作成中ということではございま

すが、やはりこの策定をしていく中で、災害廃

棄物の処理については、岩手中部広域行政組合

としての体制、取り組みもやはり重要になるの

ではないかと考えております。広域での計画の

作成あるいは体制を検討するなど、岩手中部広

域行政組合への働きかけ、そういった連携を図

りながら、ネットワークをつくりながらの取り
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組み、こういったことも必要ではないかと考え

ますが、その広域行政組合との連携、そういっ

たあたりについてのお考えをお伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  広域行政組合との関係

の中における取り組み状況ということでござい

ましたので、この広域行政組合の窓口は、環境

整備部の環境課が窓口となって進めているとこ

ろでございますので、今のこの取り組み状況あ

るいは考え方につきまして、環境整備部長のほ

うから答弁を申し上げます。 

○議長（浅沼幸雄君）  奥寺環境整備部長。 

   〔環境整備部長奥寺国博君登壇〕 

○環境整備部長（奥寺国博君）  命によりまし

て、小林立栄議員の質問にお答えいたします。 

 非常災害時は、通常生じる生活ごみなどの処

理のほか、多量の災害廃棄物が発生いたします。

このことから、平時から岩手中部広域行政組合

と構成市町とで処理対策を検討し、今後策定す

る本市の災害廃棄物処理計画において、連携し

た処理について位置づける必要がございます。 

 岩手中部広域行政組合としましても、今後災

害廃棄物処理計画を策定することとしており、

他の構成市町とともに足並みをそろえながら、

広域処理における対策の協議を進めてまいりた

いと考えてございます。 

 以上で答弁を終わります。 

○議長（浅沼幸雄君）  ６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  やはり、いざ災害が起

こると、この遠野市だけの問題ではなくなって

くると思います。やはり、広域での取り組み、

しっかり平時から連携を図りながら、計画とし

ても進めていただきたいと考えます。 

 続きまして、この防災・減災・災害時の対応、

そして復旧活動において、消防団員の存在は地

域にとって必要な大切な存在であります。消防

団員の負担軽減について質問をいたします。 

 消防団員の出動日数について、災害の現状や

規模によっては、３日、５日、１週間、長期出

動しなければならない事態も想定されるのでは

ないでしょうか。肉体的・精神的な負担のみな

らず、出動中は仕事ができないため、やはり金

銭的な負担を強いてしまう懸念がございます。 

 例えば金銭的な面については、長期間出動し

た場合、通常の出動手当に加え、特別報酬を手

当する制度を設けるなど、長期出動する消防団

員に対しての負担軽減策、こういったものも用

意しておく必要があるのではないでしょうか。

消防団員の負担軽減への取り組みについての本

市の取り組み、お考えを伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  まさに消防団員の方々

の災害予防あるいは災害発生時、あるいは災害

発生後のさまざまな対応、消防団の方々の組織、

あるいはマンパワーというのは、極めて大切な

一つの役割を担っているということでございま

す。 

 消防本部のほうには消防団係というものを置

きまして、消防団の方々との一つの連携の中か

ら、そのような処遇改善も含めながら、さまざ

まな対応を進めているところでございますので、

この御質問につきましては、今の取り組み状況

と一定の方向性とにつきまして、消防長のほう

から答弁を申し上げます。 

○議長（浅沼幸雄君）  菊池消防本部消防長。 

   〔消防本部消防長菊池久人君登壇〕 

○消防本部消防長（菊池久人君）  命によりま

して、小林立栄議員の一般質問にお答えいたし

ます。 

 近年の自然災害は、大規模化、複雑化してお

り、過去の災害を上回る規模で発生しておりま

す。消防団は地域に密着した防災組織で、自主

防災組織とともに共助のかなめであると認識し

ております。 

 また、消防団員は地域の実情に詳しく、非常

に機動力に優れているため、災害活動のほかに

復旧まで携わる場合が考えられます。長期にわ

たる災害活動では、交代要員を送るなど、肉体

的に負担にならないよう考慮しております。 
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 消防団員の災害出動については、遠野市消防

団員の費用弁償の支給に関する規則により、費

用弁償を支給しております。また、消防資機材

の軽量化など、機械器具の更新整備や活動服や

雨具を全団員に個人貸与するなど、装備の充実

も図ってまいりました。 

 長期的に継続する災害への出動の手当につい

ては、災害活動の内容や期間、活動場所など、

多くのことを検討する必要があります。長期間

の消防活動では、消防団の管轄を超えた交代要

員の派遣や、消防団活動を支援する遠野市消防

団協力事業所表示制度の拡充等を図り、地域を

上げた強力な支援体制を構築していきたいと考

えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（浅沼幸雄君）  10分間休憩いたします。 

   午後２時01分 休憩   

────────────────── 

   午後２時11分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  休憩前に引き続き会議

を再開いたします。６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  今、消防団員の負担軽

減について、報酬という一つの例えを用いて質

問をいたしまた。 

 岐阜県の消防団のほうでは、そういった報酬

というものも、いろいろシミュレーションしな

がら取り組んでいるところもあるようでござい

ますので、ぜひそういったことについても検討

していただければなと思います。 

 私自身も消防団員でございますので、本当に

さまざまな装備品の面であったり、いろいろな

出動についても、本当に親切丁寧に配慮してい

ただいているということは感じておりますので、

ぜひ地域を上げた取り組みで、団員の士気を高

める取り組みを進めていただきたいと思います。 

 次に、被災された方への安定的な救助と、生

活再建への支援について質問をいたします。 

 自然災害により、生活基盤に著しい被害を受

けた方に対して、生活再建を支援する制度に被

災者生活再建支援制度があります。都道府県が

出し合った基金を活用して、被害の程度や住宅

再建の方法によって、被災者生活再建支援金が

支給をされます。つまり、国と都道府県で被災

者の生活再建を支援する制度であります。ただ

し、この支援制度には、さまざまな課題がござ

います。 

 まず、全ての災害に適用されるものではあり

ません。また、同じ災害、同じ地震、同じ台風

による被害であっても、制度が適用される、支

援金が支給される自治体と、適用されない、支

援金が支給されない自治体が発生をいたします。 

 例えば平成27年の関東東北豪雨において、最

も被害の大きかった茨城県では、全壊53棟、大

規模半壊1,591棟であった常総市と、大規模半

壊130棟であった境町は、被災者生活再建支援

法が適用されました。 

 しかし、同じくなんですが、大規模半壊６棟

の結城市、１棟全壊した下妻市、大規模半壊68

棟であった筑西市は適用外となりました。つま

り、支援を受けられなかったわけでございます。 

 このように同一の災害にもかかわらず、被災

世帯が少ない、あるいは被害の程度が低い場合、

災害救助法、被災者再建支援制度の適用基準を

満たさず、結果として支援を受けられない可能

性があります。 

 冒頭で述べましたが、災害の傾向として、集

中豪雨や竜巻、突風、雷、大規模な火災といっ

た局地的、一部の地域に大きな被害をもたらす

自然災害が全国各地で頻発をしております。局

地的、一部の地域に集中した災害であればある

ほど、被災世帯は少なくなります。 

 つまり、遠野市のように、集落や住宅が広範

囲に点在している地域では、局地的な災害に襲

われたときに、法の適用基準を満たさず、支援

が受けられない可能性が高くなります。被害を

受けた方にとっては、被害を受けた件数が多い、

少ない、法が適用される、されないは関係あり

ません。同じ被害であれば、同じ支援を受ける

ことができる支援策が必要であると、私は考え

ております。 

 これは、国や県、法律の問題ではありますが、
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この同一災害、同一支援について、市長の率直

なところの御見解をお伺いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  近年、大規模化、広域

化が進んでいるのが最近の自然災害であります。

文字通り場所を選ばずという中に自然は牙をむ

いてくるという状況の中にありまして、ただい

ま御質問の中に、同一災害、同一支援について

の市長の見解を聞きたいという御質問でありま

した。 

 御案内のとおり、災害救助法は、発災後の応

急対応の時期に対応する法律でありまして、適

用は県が決めるということになっているところ

であります。適用となれば、救助の実施主体は

県であり、市は県の委託を受けての救助の実施

主体となるという、そういう定めになっている

わけであります。 

 また、この被災者生活再建支援制度にも適用

基準があり、現状においては、法そのものをそ

のまま読んでいけば、同一災害、同一支援は難

しいということの一つの、これはあくまでも法

律解釈の問題であるわけでありますけれども、

そのような状況になっていると。 

 そういった中におきまして、我々基礎自治体

と言われている市町村は、この救助法の適用、

適用外に問わず、災害対応は行っていかなけれ

ばならないということは、言うまでもないわけ

であります。法律が適用されなかったから関係

ない。県から何のそのような委託も何も受けな

いから関係ないということは、言えるわけはあ

りません。対応しなければならないわけであり

ます。 

 また、過去の災害におきましても、自治体間

の水平連携において、自治体個々の足らざると

ころを補うべき友好都市や防災協定締結都市の

連携、住民の応急救助をこれまでも実施してき

ているところでありますので、市は引き続き県

関係機関、自治体水平連携により、被災者支援

を行うという中で、先ほどもちょっと申し上げ

ましたけども、長崎、佐賀のほうを襲っている

九州北部の豪雨の中におきましても、タオルが

何枚でもあればいいというような要請が、ここ

岩手のほうの遠野のほうにも来るというような、

そのようなあれなわけでありますから、やっぱ

り迅速な対応をしていかなければならないんじ

ゃないのかなと認識もいたしているところでご

ざいますので。 

 そのような一つの中で、この法律の解釈、例

えばいろんな意味で、この法律そのものはでき

る規定になって、東日本大震災のときも、さま

ざまな熊本地震のときも、いろんな災害が起き

たたびに、法の仕組みといったものに対して、

いうなればできる規定だという中で、さまざま

な現場の判断を、最終的にはちゃんと国や県も

認めるという事例が随所にあるわけでございま

すから、そのような基本的な認識に立ちながら、

やっぱりこの災害の命と向き合っていかなきゃ

ならないんじゃないのかなというように思って

おります。 

○議長（浅沼幸雄君）  ６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  これはなかなか、やは

り法律の問題でございまして、同一災害、同一

支援、これは求めていくものではございますが、

現実としてはやはり難しいと、これは私も承知

をしております。とはいえ、やはりそこはすぐ

にそうですかとも、なかなか行きたくないとこ

ろもございます。そういったところで、この自

治体間の連携であるとか、できるところでしっ

かり取り組んでいくというのが大事であると思

います。そういった御答弁でございました。 

 ここで、ちょっとあれなんですけども、ちょ

っとこれは内閣府の資料になります。このピン

ク系の部分、これは現状として、今、適用され

る部分の資料なんですけど、実はこの下の部分

があるんですよ。同じ全壊であったり、大規模

半壊が同じ県内であって、仮に適用されない市

町村が出ても、県のほうできちっと条例で定め

れば、国としてはこの交付税措置をしますよと

いう制度がございます。 

 全国知事会から国に対して平等な支援、支援
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制度の充実や安定を図るように要望提言がなさ

れ、それに対して、国として対応をするという

ことでございます。ということで、やはり県と

して取り組むべきことではあります。 

 また、ほかの県では、県が中心となって県内

各市町村と基金を積み立てて、法が適用されな

い災害、小規模災害の支援に、やはり県全体で

取り組む体制を敷いている。そういった県もご

ざいます。 

 繰り返しになりますが、国や県の問題ではご

ざいます。でも、実際に対応するのは市でござ

います。そして、その支援を受ける当事者は被

災した市民になります。やはり、岩手県に対し

ても、この生活再建支援の充実にしっかり取り

組んでいくように、市としても働きかけをして

いく必要があるのではないでしょうか。市長と

してのお考えをお伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいま御質問にあっ

たような役目と機能を果たすのが、やっぱり広

域自治体としての県の役目ではないかなという

ように認識しているところでございますので、

積極的に働きかけを行ってまいりたいというよ

うに思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  ６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  ぜひ県全体として、や

はり取り組みが進んでいくということが大事で

あると思います。そういった中で、いずれ被害

の程度が小さい被害の対応を含めて、本市で災

害による被害が発生をして──まあ実際のとこ

ろです──、災害救助法、この生活再建支援法

など国の法律が適用されない場合であっても、

安定的な救助、生活再建への支援を早急に、や

はり効果的に行っていくことが重要でございま

す。 

 災害救助支援、生活再建支援について、市独

自の条例を定めて基金を創設して財源を確保し

ていく、そういった市民への安心安全をつくっ

ていく取り組み、そういったことも必要ではな

いかと考えますが、いかがでしょうか。考えを

お伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  これだけ広大な面積を

抱えている遠野市であります。さらには、その

地域も散在、集落もその中に点在をしていると

いうような状況にあるわけでありますから、た

だいま御質問にありました災害救助法が適用さ

れない場合の市民救済として、さまざまな手だ

て、この条例の制定や条例というのは災害救助

支援条例の制定や基金の創設についてはどうな

んだという御質問であったわけであります。 

 この場合においては、遠野市小災害見舞金交

付要綱で支援を実施しておりまして、額はそれ

ぞれでございますけども、例えばこの罹災者見

舞金の場合は、全壊の場合は２万円、半壊１世

帯につき１万円といったようなものを、直ちに

お見舞金として交付するような、あるいは負傷

者の方々にも、負傷者１人につき１万円を交付

をするというような、そのような要綱をもって

対応をしているところでございますけども。そ

れをよしとするんじゃなくて、やっぱりこれも

繰り返しになりますけども、大規模化、広域化

してきていると。 

 それで、もう地震、それこそ雨、風、さまざ

まな災害が起きてきているということを踏まえ

れば、この部分でどのような、一つのこのよう

なあり方を考えていけばいいのかというのにつ

いては、やっぱり一つの検討課題でもあり、今

持っている要綱の見直しということにもなるわ

けでございましょうけども。 

 これも基本的には財源が伴うということにな

るわけでありますから、前の質問にありました

とおり、やっぱり県がある程度のコーディネー

ト役と音頭をとりながら、33の市町村をしっか

りとスクラムを組むという中から、このような

きめ細かい対応を、県北沿岸、県央部、それぞ

れが地域特性を持っているわけでありますから、

そのような地域特性を踏まえたきめ細かい対応

を。 
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 やはり、私はいつも思うんですけども、県が

もっと明確なイニシアティブをとるべきではな

いのかなというように認識しておりますから、

その認識をもって答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  ぜひ県のほうに働きか

けて、県全体でしっかり県のほうにもイニシア

ティブをとっていただいて進めていただきたい

と考えております。これは金額だけのお話では

ないんですけども、この災害救助法、適用され

ますと、生活再建支援法が適用されますと、や

はり最大で300万円という支援、そういったこ

とにもなってまいります。同じ災害を受けても、

やはり支援される額にも差が出てくる。こうい

った現状、そういった課題があるのが、今のこ

の法律の課題でもございます。 

 ぜひ私は市内で１軒でも、一世帯でも、災害

に被災された方には同じく支援をしたい、そう

いった思いでの質問でございます。今後とも同

一災害、同一支援に向けて、市としても取り組

めること、きめ細かな部分があると思いますの

で、そういったところも検討課題として進めて

いただきたいと思います。 

 スムーズな生活再建を図っていくためには、

やはり自助、共助、公助のバランス、これが大

事でございます。これまで公助の部分を中心に

質問をしてきましたが、生活再建していく上で

の自助、共助の取り組みの推進について質問を

いたします。 

 備えの自助、共助として、地震保険や地震共

済へ加入する。また、住宅の耐震化が有効であ

ると言われております。しかし、保険や共済へ

の加入、耐震化については、なかなか進んでい

ない現状もあるようです。 

 その要因はさまざまあると思いますが、まず

は自分たちで備えとして取り組めることは何か

を知っていただく。そして、仮に被災をしてし

まい、生活再建に取り組まなければならない場

面をイメージしていただくことが大変重要であ

ると考えております。 

 備えとして、地震保険や地震共済へ加入する

重要性、住宅の耐震化に取り組む必要性、実際

に被災した場合の相談先はどこか。どのような

支援制度があるのかなど、ホームページや広報

等のテレビでの情報提供、パンフレットの作成、

講習会の開催など、防災減災、生活再建につい

て市民が学び考える機会を設ける必要はないで

しょうか。 

 自分や家族、大切な人を守るために、自助、

共助の取り組みを知識として平常時に備えてお

く重要性、それについての市の取り組みについ

て、市長のお考えをお伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  自助、共助、公助とい

う言葉の中で、災害から命を守という部分をし

っかり対応していかなければならない。そのよ

うな中で、今、いろいろ取り組みの状況につい

ての話がありました。 

 質問のキーワードは、知識として平常時に備

えておくということが、キーワードではないか

という形での御質問でありました。常にこの対

応にするためには、しっかりと頭の中にその知

識として持っていないと、耐震の問題もそうで

あります。なかなか進まないと、今、お話があ

りました。 

 これもやっぱりしっかりとしながら、じゃあ

どうしようかという部分の中で、ちょっとした

ことで、例えば棚とか、そのようなものを防止

できるわけでありますから、そのようなことが

大事ではないかなと思っていまして、その意味

におきまして、遠野市消防本部が、消防職員あ

るいは自主防災組織のリーダーの方々ともしっ

かりタッグを組みながら、さまざまな取り組み

を行っております。 

 まさに知識として災害に備えるという、地域

として平常時に備えておくという活動を行って

いるところでございますので、消防本部の消防

長のほうから、活動している今の状況等につき

ましても答弁を申し上げながら、この内容をさ

らに充実させるという方向に持っていきたいと
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思っておりますので、まず消防長のほうから、

その内容について答弁を申し上げます。 

○議長（浅沼幸雄君）  菊池消防本部消防長。 

   〔消防本部消防長菊池久人君登壇〕 

○消防本部消防長（菊池久人君）  命によりま

して、小林立栄議員の質問にお答えいたします。 

 市民が災害に備えて、自分の命は自分で守る

という防災意識を高めるために、市では防災啓

発活動として、チャレンジ防災スクールや消防

フェアを実施しております。また、各行政区に

入って、地区別防火防災講習といった防災教育

も行っております。 

 自主防災組織等が行う防火防災講習会、市の

防災訓練等で平常時における備えの必要性につ

いてもきめ細かく情報発信し、市民と市が連携

して防災力の向上に取り組んでいるところでご

ざいます。 

 また、住宅被害の備えとして保険への加入、

住宅の耐震化、相談窓口についても、それぞれ

さまざまな新体制についても、市のホームペー

ジや広報等のテレビを通して情報のさらなる発

信に努めてまいります。 

 以上で、答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  これまでの取り組みを

さらに充実させるという御答弁もいただきまし

たので、これ以上これについては質問をいたし

ませんが、やはり民間の力、これも活用してい

くということが大事ではないかなと思います。 

 さまざまこういった保険であるとか共済であ

ったり、耐震化そういったものに取り組んでい

る民間ともうまく連携を図りながら、例えば協

議会をつくるとか、そういった組織をつくって

普及啓発に取り組む必要性もあるのではないか

なと、今、御答弁を聞きながらちょっと感じた

ところでございます。 

 ぜひ防災減災、そして復旧、生活再建、これ

はやはり切れ目ない支援が必要でございます。

今後とも、私も機会があれば、また質問もして

まいりたいと思います。取り組みを進めていた

だけますように考えを述べまして、大項目２点

目に進みます。 

 大項目２点目は、児童生徒の歯と口の健康づ

くりの推進について、ここからは教育長にお伺

いをいたします。 

 この歯と口は、食べ物を取り込み食べる機能、

表情をつくり話す機能、運動を支え体のバラン

スをとる機能など、大切な器官の一つでありま

す。朝や就寝前、食事後の歯磨きをする行動は、

規則的正しい生活、自分の体、命を大事に尊重

する心、豊かな人間性を育むことにつながると

感じております。 

 また、学校での歯と口の健康づくりについて、

子どもたちに虫歯の原因や予防の仕方を学ばせ

ることは、生涯にわたる健康づくりの基礎を育

む上で、極めて重要であると考えます。 

 学校教育として、どのように歯と口の健康づ

くりについて取り組まれているのか、教育長の

お考えと本市の取り組みをお伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  菊池教育長。 

   〔教育長菊池広親登壇〕 

○教育長（菊池広親君）  児童生徒の歯と口の

健康づくりの推進ということについてでござい

ますけども、学校における健康づくりというの

がございますが、この健康づくりは、児童生徒

がみずからの健康を獲得し、生涯にわたってそ

の健康を維持することができる力を身に着け、

そして豊かな生活を送ることができるようにす

るものであるというふうに考えてございます。 

 市の学校教育目標というのがございますが、

その中には知・徳・体のバランスのとれた人間

形成というのが持ってございます。この中の体

の部分、健やかな体の育成と、この中に、今、

御指摘の歯と口の健康づくりというのも包含さ

れてございます。 

 その本市の児童生徒の現状でございますが、

虫歯の罹患率というのがございまして、小学校

６年生におきましては、県内市町村において、

罹患率が高いというふうな状況にあり、その改

善を図る必要があるというふうに認識をしてい

るところでございます。 
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 学校教育としての取り組みということでござ

いますけども、虫歯の予防ということにつきま

しては、市の学校保健会を中心に、歯科医師会、

医師会などの関係団体と連携して取り組んでお

りますし、学校におきましては、ブラッシング

指導、虫歯予防のポスターの作成による啓発、

または保健だよりによって、各家庭への御協力

をお願いしているところでございますし、また

長期休業前の面談等において、虫歯の早期治療

ということを指導してございます。 

○議長（浅沼幸雄君）  ６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  実はことしの２月に、

教育委員会のほうから、市内の小中学生の虫歯

の現状について、ちょっと資料提供していただ

いておりました。ことしの春まで、私も小学校

のＰＴＡ会長として学校保健会に参加をしてお

りまして、虫歯の現状と対策として、フッ化物

洗口の必要性について、やはり御意見を先生方

から頂戴する機会がございました。大事な取り

組みであると考えて、これまでさまざま私なり

に調査もしてきたところでございます。 

 ８月の市長定例記者懇談会において、教育長

より、フッ化物洗口に取り組みたいという発表

がございました。そういったことで、最後質問

をいたします。 

 このフッ化物洗口、これはフッ化物が入った

洗口液で、一定時間ぶくぶくうがいをするもの

で、うがいが上手にできるようになる４歳ごろ

から開始をして、14歳から15歳の中学卒業時ま

で継続して実施すると、特に永久歯の虫歯予防

に大きな効果を発揮するそうでございます。 

 他の自治体の取り組み、資料も読ませていた

だきましたが、安全で虫歯予防に効果があると

の結論が出ておりました。思い起こせば、我が

家の子どもたちがまだ幼かったころに歯磨きを

一緒にして、歯磨きチェック、仕上げ磨きした

後にフッ素スプレーを、シュシュっとかけてい

たなということも思い出しながら、この質問を

考えておりましたが。 

 本市においては、乳幼児期のころからフッ化

物を使用した歯と口の健康づくりに取り組んで

おり、学校への導入への抵抗は少ないと私は考

えております。とはいえ、やはり不安や心配、

疑念を抱く保護者や教職員の方もやはりいらっ

しゃると思います。 

 児童生徒、保護者、教職員の皆さんの理解促

進に努めながら、丁寧に進める必要があると考

えます。改めてフッ化物洗口のメリットや安全

性についての御見解と今後の取り組みの進め方

についてのお考えをお伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  菊池教育長。 

   〔教育長菊池広親登壇〕 

○教育長（菊池広親君）  先ほどの答弁で、本

市が他の市町村よりも高い現状にあるというふ

うなお話を差し上げました。若干具体的に数値

的に申し上げたいと思いますが、岩手県が平成

30年３月に公表しておりますイー歯トーブ8020

プラン中間評価報告書というのがございまして、

その中では本市12歳児の１人平均の永久歯の虫

歯の数、これが2.33という本数でございます。 

 県内市町村の平均は0.8というふうな状況で

ございますので、本市がその市町村の中では非

常に高いところに位置しているということでご

ざいます。ただ、本市におきましても、それを

ピークにしまして、その経年においては、この

数値は減少してきている状況でございます。 

 学校の取り組みが功を奏したなと思っており

ますが、そうであっても、減少してもまだ、市

町村においては高いというふうな現状にあると

いうことでございます。フッ化物洗口につきま

してのメリット、それから安全性、今後の取り

組みということでございますが、まずメリット

についてでございます。 

 フッ素入り歯磨き剤の使用とかフッ素の塗布、

歯に塗る、その虫歯予防の効果というのが、お

よそ20％から40％というふうに言われてござい

ます。これにフッ化物洗口を加えますと、効果

が50％から80％というふうに格段に上がるとい

うふうなデータが出てございます。 

 また、小学校から中学校の時期の永久歯とい

うのは非常に弱い状況ですけども、この時期に
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きちんと予防することによって、大人の永久歯

の予防というふうな観点でも効果があるという

ふうに認識をしてございます。 

 また、この安全性という部分につきましてで

ございますが、一般社団法人日本口腔衛生学会

とか、社団法人日本学校歯科医会というふうな

団体があるんですが、その専門家でつくってい

る学会等においても、その安全性、有効性が認

識されてございます。 

 また、このフッ化物洗口というのは、全国各

自治体におきましても増加傾向にございまして、

例えばお隣の秋田県でありますと、その実施率

は89.3％というふうになってございます。 

 本県は、今、小学校で33％ということでござ

いますが、いずれにしましても、その実施率が

ふえているということ自体がフッ化物洗口の安

全性を示しているものの一つであるというふう

に認識をしているところでございます。 

 今後の取り組みということでございますけど

も、本年４月、公聴会がございましたが、その

中の重点課題の一つとしまして、虫歯の罹患率

の改善を図ることというのを示してございます。 

 過日、その実施にかかわってのアンケートを

各学校に行ったところでございます。アンケー

トの調査につきましては、今までの虫歯にかか

る各学校の取り組みはどうであったかと。そし

て、フッ化物洗口の導入に係る課題等を上げて

いただいて、現在それを集約しているところで

ございます。 

 議員御指摘のとおり、フッ化物洗口にかかわ

って、保護者、学校の中には不安を持っている

方もいらっしゃるということは認識してござい

ますので、その方々に係る十分な説明と周知が

重要であろうというふうに考えてございます。 

 市の教育委員会といたしましては、このこと

も踏まえまして不安解消、それから虫歯の罹患

率の改善を図るために保護者、そして学校、そ

して歯科医師会等々の団体及び市の関係課、関

係機関と、このアンケートの結果を踏まえて協

議をしてまいります。 

○議長（浅沼幸雄君）  ６番小林立栄君。 

   〔６番小林立栄君登壇〕 

○６番（小林立栄君）  この虫歯については、

アレルギー疾患とあわせて貧困や児童虐待との

関連性、これも指摘もされております。ぜひ健

康、福祉、子育て、そういったところとの連携

も深めながら、子どもたちの歯と口の健康づく

りを進めていただきたいと考えを述べて、一般

質問を終わります。 

○議長（浅沼幸雄君）  次に進みます。14番荒

川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  荒川栄悦です。通告に

従い、小さな拠点による地域づくり構想につい

て、一般質問をいたします。 

 遠野市は平成27年７月に、第２次遠野市進化

まちづくり検証委員会の地域コミュニティのあ

り方に係る最終提言を受けて、市民センター構

想、地区センター構想を見直し、平成30年度市

長を語ろう会で、小さな拠点による地域づくり

構想を導入しようとしております。 

 小さな拠点による地域づくり構想とは、中山

間地域等の集落生活圏、複数の集落を含む生活

圏において、安心して暮らしていく上で必要な

生活サービスを受け続けられる環境を維持して

いくために、地域住民が自治体や事業者、各種

団体と協力、役割を分担しながら各種生活支援

機能を集約・確保したり、地域の資源を活用し、

仕事、収入を確保する取り組みのことをいう。 

 また、この小さな拠点づくりを担う住民主体

の組織の一つに、地域運営組織があります。こ

の考え方は、これからの少子高齢化社会を迎え

るに当たっての構想であるといいます。 

 そこで、今まで半世紀にもわたって市民にな

じんできたカントリーパーク構想を検証したの

か。今まで市民センター構想として、市民生活

分野、社会教育分野を市民センターに集約し、

地域づくりに一体的に取り組み体制を構築し、

地区センター構想として、地域づくり、社会教

育、地域保健、医療機能を配備し、住民の地域

づくりの拠点としたこの市民センター構想、地

区センター構想を検証されたのであれば、その
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メリット、デメリットをどのように捉えてきた

のか伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  小さな拠点づくりに係

る御質問でありました。この御質問の中にあり

ましたとおり、それぞれの今の今日的な課題を

しっかりと踏まえたという分におきまして、こ

れからのキーワードが、これからの少子高齢化

社会を迎えるに当たって、一つの構想ではない

のかなというような認識のもとにおける質問で

ありました。 

 御案内のとおり、何度も申し上げているとこ

ろでありますけども、市民センター構想は、昭

和46年、もう50年近く前になるわけであります

けども、まさに先進的な取り組みとして、この

市民センターと地区センターを中心とした地域

づくりが進められてきたという、そのようなあ

ゆみがあるわけであります。 

 この構想による取り組みは、繰り返しになり

ますけども、全国でも先進的な事例として市内

外に高く評価されたと。多くの実績と継続した

活動が、遠野のまさに自然・歴史・文化・風土

といったものを育み、地域コミュニティを維

持・発展させてきたという、そのような歩みは、

しっかりと踏まえなければならないかというよ

うに思っております。 

 しかし、先ほど申し上げましたとおり、人口

減少、少子化、高齢社会が進行する中におきま

して、この平成25年、今から６年近く前になる

わけでありますけども、やはり持続可能な地域

コミュニティのあり方をしっかりと検証すると

いうことで、第２次進化まちづくり検証委員会

を立ち上げまして、これに伴いまして、さまざ

まなこれからの地域づくりのあり方といったも

のに検証と、そしてさまざまな課題を検討しな

がら、この将来の地域づくりの方向性について、

あらゆる角度から議論をしてきたという一つの

経過があるわけであります。 

 この市民、関係者一丸となって、この検証委

員会、これが市民センター構想の一つの検証の

場でもあったんではないのかなというように認

識いたしているところであります。 

 これまでも市民センター構想による取り組み

は、市内一斉町民運動会、一斉河川清掃活動、

地域全体で取り組む事業展開には有効に機能し

てきたと。しかし、これからは安心安全といっ

たような一つの中において、支え合うというよ

うな一つの個別支援も継続的に行う事業展開を

していくためには、やはり見直しが必要だと。 

 だから、そこの中に、今、御質問のありまし

たとおり、まさに地域運営組織であるというこ

とと、それから住民のサービスといったものを、

安心安全というサービスを、どう確保するかと

いうことになりまして、その中で、今、小さな

拠点づくりといったところに、いろいろ取り組

んでいるという経過にあるということでありま

す。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  今、答弁いただきまし

たけども、より具体的には、その検証結果の提

言書の中に、今までは行政主導の地域づくりで

あったと。大きな反省点があったというふうに

私は思います。 

 また、そのようにあって、この小さな拠点に

よる地域づくり構想も、市長と語ろう会におい

て示した資料があり、またことしに入って、

我々議会に示された資料に若干食い違いがある

ようにも思いましたけども、遠野市が独自に生

み出した市民センター構想であり、地区セン

ター構想であったわけですが。 

 これから推進されるこの小さな拠点による地

域づくり構想においては、検証をどう反映され

ているか。その上でメリット、デメリットとい

うのは、またどう感じているか。まるっきり10

0％メリットだらけではないとは思いますが、

その辺の捉え方を伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  先ほどの１問目の質問

と荒川議員においては重複いたしますけども、
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当市にあっては市民センター構想、これはいう

なれば、早くから小さな拠点形成をした地域づ

くりであったという、そのような捉え方ができ

るのではないのかなというように思っておりま

す。 

 昭和46年ごろは、またそのような一つの定義

はなかった。だから、ああいう中で、カント

リーパーク構想といったような非常に先進的な

構想がその中で、市民の皆様によって打ち出さ

れたということになるわけでありまして、その

歩みをしっかりと歩んできたということは、こ

れは評価をし、またそれに伴う検証もしなけれ

ばならない。半世紀という50年のときの経過を

経ているわけでありますから、その辺のところ

を踏まえながらという部分が。 

 だから、私はよくお話をするんですけれども、

50年前というようになれば、今、80歳の方は30

歳の働き盛りで、もうがんがん地域づくりに取

り組んでいたころの、それからはもう50年、80

歳ということになっているということの一つの

流れを、我々も真摯に受けとめなきゃならない。 

 そしてまた、さらには、それこそ50年前の思

い、熱い思いに思いをいたしながら、20代、30

代の方々を、やっぱり地域づくりに取り組んで

いかなければならないという、そのようなもの

の、今はその時代の流れの中にあって、我々は

そこにあるんじゃないのかなというように思う

わけであります。 

 進化まちづくり検証委員会から、これまでの

体制や取り組みの継続だけでは、今後の地域課

題の解決に向けた対応はできないのではないだ

ろうかというような、そのような指摘があり、

また各地域からも──これも大事なわけであり

ます──コミュニティの維持運営が困難という

声も聞こえてきたと。これはもう少子高齢化と

いう中にあっては、何もおかしいことではない。

当然の流れである。 

 それで、もう一方においては、中山間地域の

小規模自治体である遠野市にありましては、行

政や既存組織だけでは地域課題の解決を図るこ

とは非常に困難だと。そのようなことも踏まえ

まして、各地域で地区まちづくり一括交付金と

いったようなひとつ補助制度も、地域を一括交

付型補助金ですね。これを活用しながら、いう

ところの高齢者の見守りや買い物支援などの地

域支え事業、あるいは毎回毎回問題になるわけ

でありますけども、除雪やさらには安心安全の

ために道路の簡易補修等の、そのような市民協

働による行政サービスの実施なども、一つの新

たな地域づくりとして取り組んできているのが、

ここ10年来にいろいろ出てきているということ

になるわけであります。 

 したがって、現在進めているこの小さな拠点

による地域づくり、メリット、デメリットとい

うことはもちろん大事であります。そこからい

ろいろ検証すると、メリットからは何が見える

のか。デメリットであれば、それはメリットに

はどうするというような中で、やっぱり組み立

てていかなければならない。 

 だから、それをしっかり見ながらということ

になるわけでありますけども、ただメリット、

デメリットだけでは、この小さな拠点といった

ものの可否を判断するものではなくして、やは

りこの日本が構造的に進んでいる東京一極集中、

ひずみ、都市と地方、それで地方がまたさらな

る一つの中におきまして、私もこういう仕事を

しておりますと、非常に矛盾を感じるときがあ

ります。 

 全国市長会という組織があります。その中で、

全国の市長たちが集まります。しかし、一方に

おいては、政令指定都市市長会という組織が、

しっかりとスクラムを組んでいるわけでありま

す。 

 さらには、中核都市市長会というスクラムが、

しっかりと組まされているわけであります。政

令都市となれば、県知事と同様の権限を持った

市長さん方の集まりなわけであります。政令都

市というところには、今度は中枢・中核都市と

いう概念が入りました。 

 そうしますと、地方にも一極集中が進むとい

うことになるんではないだろうかという中で、

全国市長会、かつては地方六団体という言葉が
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ありました。全国都道府県知事会、全国都道府

県議長会、全国市長会、審議会議長会、全国町

村会、全国町村議長会といったものが、この地

方六団体がかなりの部分で力を発揮したわけで

あります。 

 しかし、この地方六団体という部分が、やっ

ぱりこのいろんな合併と、それの新たな概念の

まちづくりによりまして、パワーが落ちてきて

おります。したがって、その部分をしっかり踏

まえながら、やはり新たなステージをつくって

いかなければならないということになるのでは

ないのかなというように思っておりますので、

メリット、デメリットももちろん何も否定もし

ません。それもしっかりと真摯に向き合わなき

ゃならない。 

 しかし、一方においては、そういう構造的な

ものが日本の我々基礎自治体を含めて、さまざ

まに押し寄せてきているという流れを、どう立

ち向かうかということを考えていかなければな

らないのじゃないのかなというように思ってお

りますから、よろしくお願いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  メリット、デメリット

に集約した話というわけでもないんですが、こ

れから以下いろんな地域づくり、小さな拠点に

よる地域づくりというところを、質問していき

たいと思いますので。 

 それで、平成27年８月に発行された広報遠野

の臨時号「進化まちづくり検証委員会最終提

言」において、提言内容として、第一に地域住

民が主体となるコミュニティの現実、ここを検

証して、そこの中には地域づくりの新たな共同

システムの構築、地域づくり計画の策定と事業

実施の策定と、事業実施の体制づくり。それか

ら、さらに地域づくりの担い手の育成とありま

す。 

 小さな拠点による地域づくり構想のこの考え

方が、ここにも見えるというふうにも思います。

新たな共同システムの構築と、小さな拠点づく

り構想との関係、関連について、まず伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  新たな共同システムと

小さな拠点づくり構想との関係、関連というこ

とでの御質問であったというように受けとめた

ところであります。 

 ただいま申し上げましたとおり、小さな拠点

による地域づくりとは、改めて申し上げるわけ

ではございませんけども、地域住民主体の地域

づくりであるということが、根底にあるという

ことであります。 

 地域の課題を地域で解決する自立した地域経

営、地域運営を行うというところは、やはり基

本に持っていかなきゃならないかというように

思っております。市内11地区、みんなそのコミ

ュニティには歴史があり、こだわりがあり、さ

まざまな文化があり、風土がある。 

 それで、また置かれている状況の交通インフ

ラにしても、やっぱり置かれている状況の中に

ある。それに交通弱者、通院弱者というところ

というようなものと、どのような連携を図りな

がら安心安全を確保していくかということを、

しっかりと組み立てなければならないかという

ように思っております。 

 その中におきまして、買い物弱者、通院弱者、

いろんな弱者という言葉が出てきております。

この言葉についてを、私も非常に矛盾したもの

を感じます。それを一言で切り捨てるというよ

うなものの言い方は、果たしてどうなんだと。 

 という中で、一方においては、高齢社会とい

う中で、遠野市でもさまざまな高齢化に伴うい

ろんな事件、事案も起きてきているということ

を踏まえると、安心安全をその中で見出してい

かなきゃならない。 

 そうなれば、行政だけでは担えなくなった行

政サービスを、いうところの市民協働でという

部分の中に見出していかなきゃならないんじゃ

ないのかなと思っておりまして、この市民協働

による地域運営の実現を目指す一つの取り組み

が、現在その方向に進めようと。 

 それで、今度の９月定例会で、条例の改正を
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審議いただくわけでありますけども、この指定

管理者制度の中にうまく持ち込めるだろうかと。

じゃあ、持ち込むためには、その環境整備をし

ようと。そのための環境整備をするためには、

指定管理者制度ありきではなくて、そのような

方向の環境整備を今からしながら、住民主体、

地域の方々としっかりと議論を噛み合わせなが

らという部分の中で、この９月定例会における

条例提案にも持ってきたということになりまし

て。 

 指定管理者制度といったものも、その一つの

選択肢にあるということになるわけであります。

この地区センターのこの地域づくりの拠点施設

であり、将来にわたって存続させなければなら

ない。そのような拠点であるというように認識

もいたしているところであります。 

 ただ、そこのところを、人口減少と職員の減

少という中でマンパワーを、そしてさまざまな

働き方改革も含めながら、いろんな制度が見直

し検討、もう70歳、あるいは70歳まで現役だと

いうような、そのような雇用制度も大きく変わ

ってきているわけでありますから、そのような、

いうところのさらにより自由な、あるいは地域

の特性を踏まえた地域づくりを展開していただ

く。 

 我が町という中でお互いにネットワークをつ

くっていくという部分が、一つの選択肢として

あるんではないのかなという中で、今、みんな

でそれに向かって、それぞれの課題を整理しな

がら向かっているという状況にあるということ

をもって、答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  10分間休憩いたします。 

   午後３時00分 休憩   

────────────────── 

   午後３時10分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  休憩前に引き続き、会

議を再開いたします。 

 14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  それでは、次の質問に

入ります。 

 提言書の中においては、提言を受けて、市長

のほうで、市のほうで行政主導型から市民一人

ひとりの力を結集させる市民協働に移行するこ

とで、地域はさらに輝きを増すことがわかって

いると、こう書かれております。さらに、住民

主導による地域づくりが大事であるとも述べて

おります。 

 そういったことを踏まえながら、その提言の

中における第２において、市内にある114の組

織、最初の提言書には120と言っていましたが、

114の自治組織において、地域にどのような課

題があり、どう解決していくかを示した地域づ

くり計画、これは以下自治会計画ともいうとい

うふうになっています。それを策定し、地域づ

くり活動を進めましょうとあります。こうした

計画づくりは、地域において時間がかかること

であることは言を待ちません。地域住民とは何

を意味するのか、さらに、この小さな拠点によ

る地域づくり構想の中に住民が主体となってと

か、住民とか、住民自治や住民自治行政という

ような文言がよく使用されていますが、この構

想における住民自治とはどのような考えなのか

伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  この１つの考え方の中

には、地域ということを見た場合に、１つは小

学校単位でそれぞれの地区が１つ位置づけられ

ている。それから、消防団の分団もその中にし

っかりと重ね合わせるようなのが出てきている

という部分の中の、こういうひとつの遠野なら

ではの部分をしっかり生かさなければならない

んじゃないのかというふうに私自身は認識いた

しております。 

 自治会単位でのこの取り組みは難しい状況に

なってきている。複数のコミュニティを包括さ

せる組織で相互の連携も図っていかなきゃなら

ない、まさにネットワークであります。 

 そのようなものの中から、この安心安全なコ

ミュニティというものを構築していかなきゃな

らないというところに、今、御質疑のありまし
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たとおり、簡単にはいかないぞという部分はそ

のとおりであります。 

 50年のひとつの歩みがあるわけでありますか

ら、それを一気にというわけには、これはなか

なか進まない。であるがゆえに、しっかりと合

意形成をしながらということが基本ではないの

かというふうに思っておりまして、御質問にあ

りましたとおり、地域住民とはということにな

れば、まさにそこに暮らす、生活している方々

をいうわけであります。 

 それを、１つの中であれば、まちづくり計画

の中に位置づけられた旧村単位であるコミュニ

ティの町民の方々が地域住民というような位置

づけの中で物を組み立てていくということが大

事ではないかと承知しております。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  ちょっと発音が悪かっ

たかもしれませんが、私は地域住民じゃなくて

住民自治とはどのような考えなのかということ

を聞きましたんですが、住民自治と地域住民が

イコールではないですよね。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  これは申し上げるでも

なく、住民自治というのは、みずからの地域の

課題をみずからの中で解決を見出していくとい

うその主体性、それを住民自治ということにな

ろうかと思っています。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  まさしく自治とは、そ

のとおり自分たちで考え、自分たちで決め、自

分たちで行動し、責任も自分たちにある、ここ

にこそ住民自治の一番の本質があって、これが

しっかりとできあがる方向に行かなければ、こ

の小さな拠点づくりという部分が、拠点による

地域づくりという部分がうまく立ちいかないん

じゃないかと思うから、この自治会組織という

ことを私はウエートを置いて話をしています。 

 やはり行政主導、ここじゃなくて下からの積

み上げていく仕組みが今回は保障されなきゃな

いんじゃないかというふうに思っています。 

 次の質問に移ります。 

 さらに、提言の３に、地域コミュニティを支

える行政の役割の見直しとして、地区センター

の役割と体制の見直しとあります。これは、地

区センターは、自治会計画と地区まちづくり計

画策定の支援、計画に基づいた地域づくり活動

の支援策の検討、地域のことは地域での原則に

基づいた役割に改めるべきです。安心して安全

に暮らせる地域づくりの推進として、福祉や防

災などの地域住民の安心安全の確保に軸足を移

していくべきと提言されています。 

 さらに、そのためには地区センター機能の見

直しが必要です。現行の職員体制を改め、地域

活動専門員の長期的な任用、市外の人材の活用、

地元在住の市職員によるサポート体制の構築、

地域活動専門員の活動の多様化等、新たな仕組

みを考えるべきですとあります。ここでは地区

センターの指定管理には触れていません。地域

運営の組織化とは何を意味しているのか伺いま

す。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいま御質問の中に

触れておりました。この中に、このような１つ

の質問の中にありました。それぞれ見直しが必

要だとなれば現行の職員体制を改め、地域活動

専門員の長期的な任用という言葉もありました。

さらには、地域活動専門員の長期的な任用とい

う言葉もありました。さらには、市外の人材の

活用という言葉もありました。さらには、地元

在住の市職員によるサポート体制のひとつの構

築という言葉も使われておりました。地域活動

専門員の活動の多様化というような新たな１つ

の仕組みを考えるべきですという話がありまし

た。まさにそのとおりなわけであります。 

 だから、このような中でさまざまな仕組みづ

くりをしていかなければ対応ができない。だか

ら、ありきではない。このような仕組みをどの

ように構築していくかということによって地域
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運営の組織化というところが目に見えてくるわ

けであります。そうなんだというところが見え

てくるわけであります。 

 そのところを、まさに地域づくり連絡協議会

という組織があります。そして、さらには自治

会という組織もあります。これが、ひとつ連携

を図るということが極めて大事だと。 

 そして、先ほど住民自治、地域自治とはなん

だという話がありました。まさに、この地域住

民が主体的に地域課題に取り組むというのが、

それがこの地域運営に１つの姿に見出さなけれ

ばならないとすれば、現在の地域づくり連絡協

議会のようなものも進化させていかなきゃなら

ない。進化させていくということは一定の見直

しをしていかなければならない。そのような中

で、新たにさまざまな機関、団体との連携を図

りながら、マンパワーをどのようにそこの中に

組み込むかというところに、しっかりとみんな

で連携を図りながら進んでいかなければならな

い、これが新たな体制を構築するということに

つながるんではないかというふうに思っており

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  地域運営の組織化、こ

れは地連協主体の組織の見直しで考えていくと

いうことでしたので、これはわかりました。 

 次に、遠野市行政改革、地域づくり新基本方

針において行政区の再編を掲げています。人口

減少、少子高齢化の進展に伴い、現状では地域

づくりのリーダーや役員等の担い手不足により、

地域コミュニティの維持が困難になっている地

域が顕在化し、多様な地域課題解決のためのき

め細やかな行政サービスが求められていると、

この基本方針においては述べております。 

 地域づくり活動に参加できる人は年々減少し

てきていると思います。地域運営の組織化や地

域づくりの活動に、男性だけの活動事業と思わ

れる分野にも女性の参加があってもよいのでは

ないかという私の思いなんですが、こういった

ところにも、よく言う男女共同参画事業という

のもここにあっていいんじゃないかと思ってお

ります。 

 ここで、進化まちづくりの提言には、自治会

と行政区の関係の整備として、自治会と行政区

の役割が混在している。そのために役員の兼務

などによる住民の負担が増しています。市は、

自治会と行政区の関係を整理しながら、自治会

との連絡調整、依頼業務の見直し、各種団体の

再編等に住民の負担軽減と住民が地域づくりに

選任できる環境づくりを行ってください。さら

に、行政区の再編については、地域の実情を踏

まえ、地域住民の合意形成をしっかり取ってく

ださいとあり、行政改革基本方針と若干ずれて

いるというふうに思います。 

 この自治会長、それから、行政区長との関係

をどのように認識しているかについて伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいまの質問の中に

おきましても、これからしっかりと丁寧に整理

をしながら取り組んでいかなきゃならない、そ

のような課題が質問の中に、先ほども私はマン

パワーの問題でいろいろ申し上げましたけども、

質問を受けた形でいろいろ申し上げましたけど

も、今の質問の中にもそのようなことが盛られ

ておりました。女性の参加、あるいは男女共同

参画といったような理念をどのように持ち込む

のかというような、そのような課題が述べられ

ておりました。 

 まったくのとおりであります。そのような方

向にもっていかなきゃならないということは言

うまでもないわけであります。 

 したがいまして、この質問の御趣旨でありま

すけども、自治会と行政区の役割が混在してい

るんではないだろうかと。これは、やっぱり合

併前の宮守村の仕組みと遠野市のほうのその仕

組みという中で行政区長というもの、あるいは

自治会長と言ったようなもの、そのような、例

えば、私もきのう３カ所ほどの敬老会、宮守の

ほうをちょっと顔を出しました。上鱒沢と鹿込

と塚沢のほうに。そのとき私は申し上げてきま
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した。挨拶の中で、皆さん、きょうは防災訓練

がありましたよと。だけども、この敬老会は防

災訓練なんですと。あそこのおばあちゃんがこ

うしてことしも元気で来てくれたな、あのおじ

いちゃん、ちゃんと来てくれたなという情報が、

地域の方々にしっかりと確認できる。何かあっ

たときには直ちに駆けつけるような情報がその

中にしっかりと確認できるという部分において

は、これも立派な防災訓練なんですよという話

をしながら、お年寄りの方々と語り合いをして

まいりました。 

 そのようなことを考えれば、自治会と行政区

というのは１つの考え方で、市長と語ろう会を

行った場合も、世帯数の減少と高齢世帯の増加

によりまして、自治会そのものは大変運営が困

難になっているという現状を訴える声も直接聞

いております。 

 そういった中で、きょう午前中の菊池美也議

員の質問の中にもありましたけども、地方公務

員法の改正によりまして、行政区長の非常勤特

別職としての任用の見直しも行わなければなら

なくなってきたという時代の流れがあるわけで

あります。 

 このようなことをしっかりと踏まえ、また、

認識をしながら、行政区長の業務と自治会長の

業務、委託ということになろうかというように

思っていますけれども、その業務をどのように

していくのかという部分も、この小さな拠点を

しっかりとした軌道に乗せるためには避けられ

ない課題ではないかというように思っておりま

して、この見直しに合わせながら、これも課題

なわけでありますけど、区長報酬、それから、

行政区事務費交付金等の予算の財源、新たな支

援制度なども合わせて検討していかなければな

らない課題であろうかと思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  提言のほうにも、これ

は皆さん本当におわかりでしょうけども、これ

を聞いていらっしゃる市民の方にわかっていた

だくためにも読みます。 

 自治会と行政区。自治会は市民主体によりま

ちづくりを行う組織のことで市内に114ある。

行政区は住民との効率的な運営、連絡のために

市が設置した区割りのことで市内に90ある、と

あります。結局、行政区は、あくまでも行政の

連絡の仕事をする。自治会は、あくまでも自分

たちのことは自分たちでということをやってい

く組織だと思っております。 

 そういったことから次に質問をします。 

 次に、市民協働について質問いたします。 

 みんな築くふるさと遠野指針は平成18年に策

定されていますが、現在に至るまで、その指針

が見直されているのならその内容を示しながら、

この市民協働指針が小さな拠点づくり構想にど

う生かそうとしているのか。さらに、進化まち

づくり検証委員会の提言にある自治会計画、そ

れを取りまとめての地区まちづくり計画はどの

ような内容なのかを説明をいただきながら、こ

の２つの計画に占める市民協働との関係をどう

とらえていくのか伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  みんなで築くふるさと

遠野指針、平成19年２月に策定をし、そして、

地方分権の進展、少子高齢社会の将来を踏まえ

ながら、市民センター構想の中で社会変化に対

応する新たな市民と行政の協働の形として、市

民主体の視点に立ちながら、地域の特性を生か

した自主的なまちづくりを進める方向性をまと

めたものである、これは御案内のとおりであり

ます。 

 この中でもちまして、市民協働事業の推進と

いう考えは、現在も変わるものではない、これ

をしっかりと基本として捉えていかなきゃなら

ないというように認識しております。 

 したがって、小さな拠点による地域づくりの

いろんな施策方針や取り組みも、この指針に基

づくものとして位置づけなければならないとい

うふうに認識をいたしております。 

 指針の検証につきましても、市民センター構

想の検証を進化まちづくり検証委員会で行った
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という話を先ほどの答弁の中で申し上げました。

その中で、第２次進化まちづくり検証委員会に

おいてもこの指針の検証についても行われ、そ

の中で盛り込まれたのは、さらなる市民協働の

推進が提言されたということになるわけであり

ますから、その流れは、それぞれの流れにおい

て位置づけられた中で今があるということにな

るわけでありますので、この小さな拠点も、そ

れこそ、このレールの中において、しっかりと、

あるいは、そのスピードとその部分においては、

さまざまな状況を冷静に分析しながら対応しな

きゃならないかもしれませんけども、進むべき

方向はその方向で進んでいくということになろ

うかというふうに思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  また、小さな拠点によ

る地域づくり構想を推進するに当たり、この地

域の小さな単位である自治会に丁寧な説明が必

要であると思います。各町における小さな拠点

による地域づくり構想の理解、合意はできてい

るのか、疑問に私は思っております。市長と語

ろう会や地連協、区長会を通じて説明しただけ

では足りなくて、どの程度、説明が地域や自治

会レベルに浸透しているのか、本当に疑問でご

ざいます。この自治会の住民が納得すればこそ、

住民合意ができたと理解されると思います。説

明にも時間がかかる、合意にも時間がかかる、

でも、これこそが民主主義であると私は思って

おります。 

 当局担当者は、この構想導入を急ぎ、一部の

町の役員に説明して終わりとして合意できたと

判断したようですが、それではあまりにも拙速

すぎると思います。 

 ８月27日の講演会で安藤忠雄氏のお話を聞き

ました。遠野市から地方都市の可能性を考える

という演題でしたが、遠野市の可能性は、行政

と市民が対話できるかにかかっている、こう断

言しました。常に前向きでいけばどんな困難も

乗り越えられる、難問なんてないというふうに

簡明に述べられました。すばらしい言葉だと思

います。 

 そこで、小さな拠点による地域づくり構想を

市内114もある自治会にしっかり説明に入る考

えがあるかどうか伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいまの質問の中に、

地域住民にどのような形で丁寧な説明をしてい

るのか、それが根本は民主主義だという話があ

りました。それはまた、言わずもがなでその通

りなわけであります。 

 また、安藤忠雄先生の講演も、今、質問の中

で述べながら、行政と市民との対話がという部

分がありました。また、世界的な、私はある関

係者の話をしたんです。文化勲章の受章者のこ

うして遠野で直に聞けるということは大変恵ま

れたことなんだ。あの言葉一つ一つの重さとい

ったものに我々もしっかりと気がつかなければ

ならないんじゃないかと。たった1泊２日の滞

在でありましたけども、多くの言葉を残して大

阪に戻ってまいりました。遠野の文化をもっと

知りたいというような話も残していきました。 

 そのような大変な方が遠野に着目をしている

ということに、改めて自信と誇りを持たなけれ

ばならない。その背景には、やっぱり市民が１

つにならなければならないという部分があるん

ではないのか、そのことが極めて大事ではない

かということを、安藤先生の言葉からも私も改

めて受けとめたということも、ちょっと申し上

げておきたいと思っております。 

 ただいま説明会という部分がありました。こ

の部分で、いろいろありきで事を進めているん

ではないだろうかというような、そのようなお

話もあったわけでありますので、担当の市民セ

ンター所長から、この部分で、今、地区の役員

の皆様、あるいは地域住民の皆様にどうように

向き合いながら、どのような回数でもってこの

説明回答を行ったのかにつきまして、情報提供

も含めてと言えば変でございますけども、答弁

を申し上げますので、市民センター所長から答

弁を申し上げます。 
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○議長（浅沼幸雄君）  小向市民センター所長。 

   〔市民センター所長小向浩人君登壇〕 

○市民センター所長（小向浩人君）  命により

まして、荒川議員の質問にお答えします。 

 人口減少社会に突入し、地域を取り巻く環境

も厳しさを増していくものと認識しております。

住民ニーズも多様化している現代社会にあって

は、従来の取り組みだけでは十分でなく、新た

な取り組みが必要になってきているという部分

については、今までも答弁したとおりでありま

す。 

 この厳しい状況を乗り切り、地域で安心して

暮らせる環境を維持していくためには、体制を

早急に構築しなければならないと考えていると

ころであります。 

 市民理解がまだまだ十分でないとの声がある

ことは認識いたしております。市民理解と市民

参画をいかに拡大していくかが大きな課題であ

ると認識しております。 

 新たな地域づくりの取組をはじめて３年が経

過いたしましたが、その間に、地区計画の全戸

配布は11地区中７地区行っております。全戸ア

ンケート調査も11地区中７地区で行っておりま

す。地域づくり推進大会報告は全地区で行って

おります。座談会等の開催の全11地区で行って

おります。このほか、遠野テレビ、地域づくり

ニュースなどで、周知と合意形成を図ってきた

ところであります。 

 現状を認識し、問題意識を持つ市民もふえま

して、取り組みへの理解も着実に浸透している

と手ごたえも感じているところでありますが、

今後も地域づくり事業の実施等の取り組みを通

じまして、また、自治会等への説明も並行して

行いながら、市民理解と市民参画を拡大してい

きたいと考えているところであります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  今、市民センター所長

の答弁をいただきました。地区としての11地区

にいろいろ説明、特に7地区にはしっかり説明

が終わっているというような話でしたが、結局、

地区の捉え方、それは地連協だったり、区長会

だったりというような面だと思います。結局は、

その人たちが聞いた。でもその人たちの話は誰

も、私の家の隣の人に聞いても何のことだか全

然分からないというような話が聞こえます。 

 なぜ、自治会に説明に入らないのか、入る気

持ちはあるのかという質問をしたのはそこです。

こういう大事な構想は、地域がこれから頑張る

のには絶対必要なことでしょうから、やっぱり

説明に入っていただきたい。そういうものなん

じゃないかというふうに地域の人も思っている

と思います。今までのやり方では、やっぱり行

政主導の考えのやり方である、そこを反省しな

きゃいけないんじゃないかと思います。 

 市長に改めて聞きますが、そういう部分で、

この114ある自治会に説明に入る、市長として

の考えを伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいま市民センター

所長のほうからそれぞれの回数も含めて地域に

入っているという話。 

 114の自治会組織があるという部分を踏まえ

れば、それとしっかりと向き合わなきゃならな

い。したがいまして、ただいま市民センター所

長が申し上げた説明会の状況等についてはその

都度報告を受けております。それを踏まえなが

ら、やはりこれは丁寧さとしっかりとした手順

を踏まなきゃならないと、そのような認識でお

りますから、説明会に私も入るということも、

当然、そのような場を設けなければならないん

じゃないかというふうにも考えているところで

あります。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  合意形成のためにもっ

と時間が必要と思いますが、行政主導でなく、

あくまでも住民主導の地域づくりを目指すので

あれば、繰り返しますが、丁寧な説明をするこ

とが大事であると思います。 



－ 55 － 

 進化まちづくり検証委員会の最終提言におけ

る指摘の一環としての行政区再編について伺い

ます。 

 市の理事は90行政区の前区長と面談をしたと

聞いておりますが、この努力には敬意を表した

いと思います。しかし、市の行政改革の振興に

のみ考えがとらわれているのではないかと思い

ます。 

 小さな拠点による地域づくり構想は、地域づ

くりの新たな挑戦であり、これからの遠野市の

50年がかかっているのですから、行政改革に３

年、５年の遅れがあったとしても、この小さな

拠点による地域づくり構想がしっかり定着する

のであれば、だれも文句は言わないと思います。 

 しかし、理事による面談で説明された内容、

情報が区長から区民に話が下りてきていない。

これも行政主導による弊害ではないのか。行政

区再編に伴って自治会の再編があるのかを伺い

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  少子高齢化、人口減少、

そして、戦後74年、合併からもう既に14年とい

うようなさまざまなことを考えれば、あらゆる

制度、組織が見直しをしながらその時代の流れ

に沿ったものに持っていかなきゃならないとい

う１つの延長線上にこの問題もあるんではない

か。これは繰り返しの答弁になりますけれども、

そう思っております。 

 したがいまして、地域運営による地域づくり

や市民協働による行政サービスの確保を図って

いくためには、行政区の再編が必要であるとい

うように考えております。 

 行政区の再編により、市の事業の効率化、合

理化も図っていかなければならない。そして、

さらには行政区単位で行ってきた地域への支援

制度も見直すことによって、新たな地域づくり

の取り組みの推進を図ることができるというこ

とになるわけでありますから、これはみんなそ

れぞれ関係があるということになるわけであり

ます。 

 したがって、それを押していくと、自治会の

再編については、これは自治会でありますから、

先ほど言いましたとおり、地域自治とは何だ、

住民自治とは何だということになったわけであ

ります。そうなれば、自治会の組織とか再編つ

いては、これはやっぱり地域住民の方々に考え

てもらわなければならない。しかし、一方では、

自治会のほうの会長さん等から、いろんな窮状

や現状の状況や将来不安の声も聞こえてくるの

も事実であります。 

 担当理事が私のほうにレポートを持ってまい

りました。それぞれの行政区長さん方の生の声、

これは本当にさまざまな問題がある。しかし、

誰も人ごとじゃない、みんな真剣に地域を考え

ている方々の声でありました。したがって、そ

れを大事にしながら、少しでも、１人でも、２

人でも、地域住民の皆様の理解とそれぞれの協

力する体制を構築しながら進んでいかなきゃな

らないと思っていますから、繰り返しになりま

すけども、丁寧な手順を踏んでまいりたいとい

うふうに考えております。 

○議長（浅沼幸雄君）  本日の会議時間は、議

事の都合によりあらかじめこれを延長します。 

 14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  次に、自治会単位で大

いに議論をし、自治会計画を作成してそれを町

に集約する、それで地域づくり計画ができる。

この一連の作業に行政は口出しをしないことが

大事であると思います。こうした地域の基礎単

位である自治会の活動が盛んになることが、地

区の地域づくり活動が盛んになる一番のキーポ

イントであると思います。 

 今、市長がここの部分は答えられましたので、

ここは質問にはなりませんが、次に行きます。 

 小さな拠点による地域づくり構想における人

材育成、発掘の具体的な仕組みは、老若男女、

子どもを含む人材育成の環境づくりが必要であ

ると思います。小さな拠点による地域づくり構

想の理解、市民協働の理解のために、長期的な

人材育成の取り組みを考えるべきと思いますが、
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現状のリーダー、５年後、10年後の将来のリー

ダーを育成するために、どのような取り組みを

考えているのか伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  まさに、さまざまな仕

組みの見直しをしながら新たなステージをとな

った場合に、やはり人材といったものにしっか

りと向き合わなければならない、そのような人

材を発掘するなり、あるいはさまざまな参画を

してもらうという部分が地域の活性化というこ

とにつながる。 

 先ほど自治会の組織が活発という部分につき

まして、いろいろ質問がありました。そのとお

りです。しかし、こうして市内全域を見ますと、

必ずそこに人がいるんです。彼がいるから、あ

の方々が懸命に汗をかいているからこうなって

いるんだということが見えるわけであります。 

 したがいまして、担当のほうには、それぞれ

の地域ごとに人材をリストアップしながら、そ

の方々にどうアプローチをしながら、あるいは

その方々の理解をいただきながら協力をいただ

くのかという部分の中での仕組みづくりが、も

う一方においては大事だと。 

 したがって、それぞれの市内外のさまざまな

方々の人材といったものに着目しながら、地元

ばかりじゃない、よく言うよその方でもいい。 

 この間のＴＫプロジェクトの中から、ホップ

の感謝祭があれだけの規模で行われました。私

も会場に足を運んで、１枚のボードを見まして、

市内、市外、県外という１つの分野でどの程度

の、２日間で１万2,000人近く来ている部分を

見たときに、県外の方がかなりの割合を示して

おったとなれば、ああいう１つの流れもどのよ

うに受けとめるかという部分を、この小さな拠

点の中に関連性を持たせなければならないんじ

ゃないかということも感じましたので、そうい

った人材を幅広くネットワークを構築しながら

対応してく。ただ、その場合においては、これ

はうちの地域だ、うちの地区だじゃなくして、

そういった人材のネットワークもまたつくって

いかなきゃならないんじゃないかというように

思っております。 

 まさに、相互支援の中、相互連携の中、ある

いは広域連携の中、それが市町村連携になり、

あるいはオール日本の中における１つの連携と

いうことにつながっていくんじゃないかという

ように思っておりまして、それが活性化につな

がっていくということになるんじゃないかと思

っておりますから、人と人とのつながりという

部分を、人材の中から見つけていかなきゃなら

ないというふうに思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  ぜひとも、これこそ丁

寧な人材育成というのを心掛けてもらいたいと

思います。 

 これは私の心配で聞くことなんですが、地域

づくり計画の策定に関して、行政主導といわれ

る介入があるのか。この計画はよい、この計画

はだめとか、地域で独自の計画を持とうとした

ときなど、裁量の範囲で否定されるとか、それ

によって一括型交付金が減額されるとかのパ

ターンや、また、もう一つ、この状況は起こり

えないとは思いますが、老婆心ながら、小さな

拠点による地域づくり構想における運営組織が

なれない事務手続き等によって間違えた処理な

どがあった場合、損害賠償請求等を受けるよう

な状況は考えられないのか。また、その場合、

その責任は運営組織なのか、行政なのか、どち

らが責任を取るのかというようなことをちょっ

と心配にもなるんですが、この辺がデメリット

に一応考えられる部分で、これを解決していか

なきゃいけないと思いますが、この見解を伺い

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  行政の制度もそうであ

りますし、さまざまな仕組みも制度も、ひとつ

は信頼関係に基づいて成り立っているというこ

となわけでありますから、いろいろ心配される

ことは当然、そういうことも想定もしながら、
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より安心安全な仕組みづくりをしていかなきゃ

ならないかというように思っておりますので、

今の時点で、この部分の中で誤った事務処理と

いったような部分の、損害賠償というお言葉も

出ましたけども、もちろん行政でありますから、

そして、税金を投じるわけでありますから、そ

のようなことも踏まえながら制度設計はしてい

かなきゃならないということは、そうなわけで

ありますけども、一方においては、やっぱり住

民との信頼関係に中に成り立っている。しかし、

信頼したからといって丸投げしてしまったので

は、よく言う不祥事も起きてしまうということ

もよくあるわけでありまから、その辺のバラン

スをしっかり取った制度設計と、そして、仕組

みづくりといったものに持ち込まなければなら

ないんじゃないかというように思っているとこ

ろであります。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  制度設計をしっかりつ

くるという答弁でございました。 

 それに関連するんですが、次の質問に移りま

す。 

 この小さな拠点による地域づくり構想が市民

に示され、議会でもこれから議論を進めようと

しているとき、遠野市の未来がかかっているこ

の大事な構想が部分的に示され、地域の組織ト

ップと一部住民による一括事業、地域づくり計

画の策定がなされ、あたかも住民全体の合意が

できているように見せかけ、さらに地区セン

ターの指定管理、行政区再編等、構想における

一部の事業からなし崩し的に進行されていると

いうふうに私は現状を理解しております。 

 総体の構想がしっかり見えていないんじゃな

いかと。だからこそ、自治会に説明がほしいと

いうふうに思っているところなんですが。 

 進化まちづくり検証委員会最終提言、行政改

革（地域づくり）推進基本方針、それらを取り

まとめてできた小さな拠点による地域づくり構

想であると思います。その示された構想は、こ

れからの遠野市に絶対に必要であると思ってお

ります。 

 しかし、市当局が示しているこの小さな拠点

による地域づくり構想は、内容が不十分であり、

まだまだ検討の余地があり、全体が見えてきて

おりません。まさしく遠野市の未来がかかって

いるのですから、現場では時間をかけて住民合

意に努力し、内部ではしっかりとした構想に仕

上げてほしいと思います。成果を急がないでく

ださい。時間は十分あると思うべきです。 

 さらに、構想を仕上げるのに必要な判断基準

として、遠野市自治基本条例の制定も必要と思

います。ウィキペディアによると、自治基本条

例は、地域課題への対応やまちづくりを誰がど

んな役割を担い、どのような方法で決めていく

のかを文章化したもので、自治体の仕組みの基

本ルールを定めた条例であるとあります。自治

基本条例の制定について、市長の考えを伺いま

す。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  これまで小さな拠点の

中でさまざまな課題につきまして議論をしてま

いりました。いろんな形で私自身も常に思うわ

けでありますけども、やっぱり進化という１つ

の概念と、それから、しっかり継承をしながら

第２ステージをつくっていかなきゃならないと

いう、そのような時期にきているんじゃないで

しょうか。 

 やっぱり昭和から平成、そして、令和の時代

に入りました。人口減少も歯どめがかかってお

りません。改めて平成の30年ということを振り

返れば、大規模災害と事件が多発し、さらには

情報化というものが加速度的に進化したという

1つの時代であったということも言われている

わけであります。 

 この流れをしっかりと検証をしながら、第２

ステージをつくっていかなきゃならない。そう

すれば、市民センター条例がある、みんなで築

くふるさと遠野指針といったものがある。それ

を集大成したものとして、この小さな拠点とい

ったものが、これから市民の皆さんの御理解を
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いただきながら第２ステージに持っていくとい

うときには、やっぱり住民自治であり、自治会

組織であり、そして行市区といったものの中に

おける１つの仕組みとなれば、基本的な基本条

例のようなものもその中にしっかりと位置づけ

なければならないということにおのずとなって

くるんではないかというふうに、そのように認

識をしておりますので御理解をいただきたいと

思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  14番荒川栄悦君。 

   〔14番荒川栄悦君登壇〕 

○14番（荒川栄悦君）  以上で質問は終わりま

すけども、遠野市の未来を決める大事な政策で

すから、行政主導ではなく住民力、自治会力を

信じて、市内全域で十分に話し合える仕組みを

取っていただきたいということに尽きると思い

ます。 

 言ったとおり、市民一丸となってこれは考え

て自分たちの未来をつくる、永遠の日本のふる

さと遠野は、安心安全な地域づくりからできる、

安全安心な遠野市ができるという思いで私も言

っておりますので、この辺を理解いただきたい

と思います。 

 以上で質問を終わります。 

○議長（浅沼幸雄君）  10分間休憩いたします。 

   午後３時55分 休憩   

────────────────── 

   午後４時05分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  休憩前に引き続き、会

議を再開いたします。 

 次に進みます。５番佐々木僚平君。 

   〔５番佐々木僚平君登壇〕 

○５番（佐々木僚平君）  日本共産党の佐々木

僚平です。通告に従いまして一般質問を行いま

す。私は、質問事項、学校給食についてと非核

宣言都市宣言についての２点を一括方式で質問

をしてまいります。 

 最初に学校給食について伺います。 

 今、子どもの貧困が大きな問題となっており

ます。2005年に食育基本法が成立し、子どもた

ちが豊かな人間性を育み、生きる力を身につけ

るために何よりも食が重要となりました。 

 文科省の食に関する指導の手引きにも、学校

給食の一層の普及や献立内容の充実などを促進

するとともに、各教科等においても学校給食が

生きた教材として取り組むとあります。 

 また、2017年６月の国民生活基礎調査による

と、日本の子どもの貧困率は13.9％、７人に１

人の子どもが貧困ラインを下回っています。深

刻なのがひとり親世帯で、貧困率は50.8％、Ｏ

ＥＣＤ参加国では最悪です。 

 その子育て世代の困窮の解決をするには、雇

用や賃金の底上げ、暮らしや育児を応援する総

合的な対策が求められています。 

 私は、学校給食は学校生活の一環であると思

います。そして、何より子どもたちの学校生活

の中で、学校給食は一番の楽しみではないでし

ょうか。 

 また、近ごろの子どもたちは朝食を抜いて登

校したり、他の地域のお話でありますけども、

学校給食のない長期休暇明けには体重の減る子

もいると聞いております。そういった食事の格

差は健康の格差をもたらしかねません。そうい

った意味で、学校給食は子どもたちの健康にお

いてとても重要なものであると感じます。 

 そこで、遠野市においての学校給食の実施状

況はどのようになっているのか詳しくお伺いし

ます。 

 次に、総合食育センターぱすぽるについてで

すが、パストはイタリア語で食、ポルタスは育

む、食を育むを意味する言葉と伺っております。 

 総合食育センターは、学校給食センターを発

展させ、高齢者配食サービスや栄養教室を行う

など、他の自治会にないようなすばらしい取り

組みをしていると思っております。しかし、詳

しい中身を知らない多くの市民がいるのではと

感じております。 

 そこで、総合食育センターの行事、管理体制

の仕組み、災害等支援体制等についてお伺いし

ます。 

 次に、学校給食無料化についてですが、憲法

26条において、義務教育はこれを無償とされて
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います。しかし、現実には無料なのは授業料と

教科書に限られています。保護者の経済的負担

は依然として大きいのです。例えば2016年度文

科省の子どもの学習費調査によると、副教材費、

実習材料費、部活動費、修学旅行費、学校への

納付金などは公立小学校で年間10万円、中学校

では約18万円です。 

 学校給食費は、小学校で月平均4,323円、中

学校では4,929円かかります。効率の義務教育

を受けるだけで、これほどのお金を学校に納め

なければなりません。 

 昨年12月定例のはじめて一般質問の中で、国

民健康保険料の均等割りで収入のない子ども１

人につき１万9,400円の税金がかかる問題を取

り上げましたけれども、その際、低所得者層の

所得に応じて恒常的に減免できる制度を設ける

ことはできませんが軽減措置があると、このよ

うな答弁をいただきました。 

 今回の場合、生活保護や就学援助の制度があ

るため、給食費の負担はないものではと思われ

がちです。現在の日本では、生活保護の捕捉率、

いわゆる生活保護を利用できる人のうち、現に

利用している人の割合は２割とされています。

そのため、８割が貧困でありながら生活保護を

受けていないのが現状ではないでしょうか。 

 また、2017年12月、文科省の就学援助実施状

況等調査結果では、生活保護に準ずる程度に困

窮しているという準用保護認定基準、これが生

活保護基準の1.0倍である自治体から1.5倍に定

める自治体と、各自治体の制度自体に大きな差

があるようです。 

 小泉政権の三位一体改革により2005年に国庫

補助が一般財源化され、用途を問わないお金と

して国から市町村に交付されるようになったた

めに、就学援助の基準を厳しくした自治体がふ

えたと思います。また、就学援助制度は、保護

者が一旦納付し、あとから還付されるため、当

面のお金のやりくりが大変だと思います。それ

から、申請主義である以上、支援が必要な子ど

もたちに給食費などの支援が行き届かないこと

になるとも思います。 

 また、就学援助、こども手当などの現物給付

は、こどもに直接現金を手渡すことはできない

ため、全ての子どもたちの生活向上につながっ

ているとは限らないと思います。 

 その点において、全ての子どもたちが学校で

給食を無料で食べられるということは、どんな

家庭、どんな親の子どもであっても平等に受け

られる制度であると思います。 

 しかし、学校給食費の無償化等の実施状況を

全国的に見ると、小・中どちらも無償化を行っ

ている自治体は1,740の自治体の中で76自治体、

小・中のどちらかが無償化を行っている自治体

は６自治体、合わせても全体の4.7％の82自治

体であります。 

 無償化を開始した目的の例をみますと、少子

化対策、定住や転入の促進、子どもや人口の増

加を期待した地域創生への支援、また、食育の

推進、人材育成などが挙げられています。その

ほかにも、保護者の負担軽減として、児童・生

徒がいる家庭に対して子育て支援を行っている

自治体もあるようです。また、第２子は半額、

第３子は無料などの一部無償化や食材の上昇分

差額を補助するなどの一部補助なども挙げられ

ています。 

 全国の例で見ると、一部無償化は119の自治

体、また、一部補助で311の自治体で実施され

ております。このように全国の小さな市町村で

はありますが、保護者の負担を軽減する制度が

広がっております。 

 給食費の無償化が実現されることが一番です

が、先進例を見習い、最初は進学で出費がかさ

む中学２年生や３年生、これを対象にするとか、

保育園のように第２子、第３子からの給食費補

助や無償化の対象にするなど、なるべく保護者

の負担を軽減するような制度を改めていくお考

えはないかお伺いします。 

 また、財源については、例えばふるさと納税

などの一部を活用してみることも検討してみて

はいかがでしょうか。 

 次に、非核平和都市宣言について伺います。 

 去る８月15日、74回目の終戦記念日を迎えま
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した。さらに８月30日、遠野市において戦没者

追悼、平和祈念式が行われました。 

 旧遠野市では、昭和60年６月25日、世界の平

和を願い、「世界の恒久平和は、人類共通の願

いである。しかるに、近年世界における核軍備

の拡張は依然としてやまず、人類の生存に深刻

な脅威を与えている。我が国は、世界唯一の被

爆国として、再び広島、長崎の惨禍を繰り返さ

せてはならない。遠野市は、世界人類の平和と

共存を願う日本国憲法の崇高な理念をもとに、

非核三原則が尊守され、核兵器の廃絶と軍縮が

推進されることを希求し、非核平和都市である

ことを宣言する」と非核平和都市宣言を誓いま

した。これは、新遠野市になってからも平成18

年６月16日に引き継がれました。 

 実際に広島での原爆の被害に遭われた遠野市

出身の岩手県被団協会長の方と遠野市が一緒に

原爆パネル展を展開するなど、行政がかかわっ

て取り組みがなされています。このような取り

組みを行っている市町村はなかなかほかにない

と思います。 

 そこで、遠野市では、原爆の悲惨さを人々の

心から風化させないために、具体的にどのよう

な取り組みを行っているかお伺いします。 

 被団協会長は92歳という高齢にもかかわらず、

戦争の悲惨さを伝える語り部として、遠野市内

の小中学校に出向き、元気に活動を続けていま

す。子どもたちに、「戦争とは国と国との殺し

合いであり、学校でのいじめによる自殺も人を

殺すのと同じになるのです」、「せっかくこの

世に生まれてきたのだから、一番に命を大切に

しなければいけない」、このようにお話をして

いるそうです。子どもたちからは、「いじめは

絶対にしません、戦争には反対します」、この

ようなことが返ってきたそうです。 

 また、先日、岩手県の高校生平和大使が核兵

器の廃絶を訴える署名を、スイス、ジュネーブ

の国連欧州本部へ提出し、長崎で活動報告をし

たことが地元紙に取り上げられておりました。

高校生たちは、現地で戦争と東日本大震災の記

憶を風化させない訴えと復興支援への感謝、そ

して、引き続き活動を行っていく決意を述べた

そうです。 

 遠野市では、非核平和都市宣言をしておりま

すが、市民に対しての周知と市民の平和式の啓

発のために看板等の設置の取り組みは行ってい

るのかお伺いします。 

 以上です。 

○議長（浅沼幸雄君）  菊池教育長。 

   〔教育長菊池広親君登壇〕 

○教育長（菊池広親君）  佐々木僚平議員の一

般質問にお答えをいたします。 

 学校給食についての一括質問でございますが、

総合食育センターぱすぽるが、実は学校給食を

含んで５つの機能を有していることから、まず、

総合食育センターぱすぽるについてお答えした

後に、学校給食にかかる２つの御質問にお答え

してまいりたいというふうに思いますので御了

解をお願いいたします。 

 まず、総合食育センターぱすぽるについてで

ございますけども、平成25年４月に学校給食部

門、同年11月に高齢者の配食サービスが開始さ

れ、現在７年目を迎えてございます。 

 総合食育センターは、学校給食の提供のほか

に、１つ、食育の推進、２つ、地産地消の推進、

３つ、高齢者食生活支援、そして、４つ、災害

時の炊き出し、この４つの役割を担ってござい

ます。 

 これらの役割の具体でございますが、まず、

食育についてでございますが、栄養士により、

ライフステージに応じた食育講座等を年間に72

回ほど実施しておりまして、昨年度は1,200人

を超える市民の参加をいただいているところで

ございます。 

 次に、地産地消の推進という観点でございま

すが、学校給食の食材に主に地場産品を使用し

てございまして、地産地消率は約70％となって

ございます。具体的には、地場産品は、米、野

菜、そして、みそ等、遠野市で調達できるもの

となってございます。 

 ３点目、高齢者の食生活支援ということにつ

いてでございますが、高齢者の見守りを兼ねて、
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遠野市社会福祉協議会が実施している宅配弁当

等の調理を行ってございまして、昨年度は8,00

0食を超えるお弁当を提供してございます。 

 ４点目、災害時の炊き出しについてでござい

ますけども、東日本大震災の教訓から、災害時

の支援体制として停電時においても非常用発電

機を使用し、１日当たり7,500個のおにぎりを

３日間提供できるという、そういう機能を有し

てございます。 

 総合食育センターぱすぽるは、所長以下栄養

士、主任等で管理運営しておりまして、食育の

拠点としての役割を担ってございます。このこ

とにつきましては、年に１回、９月に、ぱすぽ

る食育まつりということを開催しまして、広く

市民の皆様に情報の提供、そして、体験の機会

を提供しているところでございます。 

 次に、学校給給食の実施状況についてお答え

いたします。 

 学校給食は児童及び生徒の心身の健全な発達

に資するものであり、適切な栄養の摂取による

健康の保持増進や望ましい食習慣及び生活習慣

を身につけるなどの重要な役割を担ってござい

ます。 

 学校給食センターにおきましては、小学校11

校、中学校３校、花巻清風支援学校遠野分教室

の小学部・中学部、計16校に対して、それぞれ

年間168日、昨年度におきましては35万5,000食

ほどを提供しておるというふうなものでござい

ます。 

 毎月の献立につきましては、栄養摂取基準と

いうのがございまして、その基準に基づき栄養

教諭が作成してございます。また、季節に応じ

た遠野産の食材の使用や児童生徒のリクエスト

に応じた給食を提供するなどの工夫をしてござ

います。 

 また、本市にも食物アレルギーを持つ子ども

たちがございますので、市における食物アレル

ギー対応マニュアルに基づきまして、主菜の食

物アレルギー代替食を提供するとともに詳細な

献立表も配布しておるということでございます。 

 食育にかかわって、栄養教諭が学校に年２回

訪問しまして、食育の指導をするとともに、交

流すまいる給食と称しまして、生産者や調理に

携わる方を学校にお招きして、児童生徒の郷土

の食文化、農産物への理解を深めているところ

でございます。 

 最後に、学校給食費の無料化についてでござ

います。 

 議員御案内の給食費の無償化、それから、一

部無償化に取り組んでいる自治体があるという

ことは承知してございます。 

 本市の学校給食費にかかわる実態等でござい

ますが、本市における学校給食費、議員にお示

しいただいた小学校月平均4,323円に対しまし

て本市は3,895円、中学校は月平均4,929円に対

しまして本市は4,559円というふうな現状でご

ざいます。 

 また、本市におきましては、平成18年４月に

学校給食費を現在の額に改定後、保護者の負担

を考慮いたしまして、料金を14年間据えおいて

ございます。いわゆる実質的には一部補助とい

われる取り組みに資するものと考えてございま

す。 

 また、就学援助費のうち学校給食費は、保護

者負担分を直接市教育委員会が学校給食費とし

て納付していることから、保護者の一旦の立て

かえというふうな仕組みにはなってございませ

ん。 

 学校給食費の無料化につきましては、実は、

国におきまして、義務教育の無償化の対象の１

つとしての議論が今も継続しているというふう

に認識してございますので、学校給食費の無償

化にかかる国の動向等も注視しながら、無償化

にかかる財源確保等も含めて、国、県へ要望も

していきたいというふうに考えてございます。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  佐々木僚平議員の一般

質問にお答えをいたします。 

 私のほうには、非核平和都市宣言について、

どのような取り組みを行っているのか、さらに

は、市民に対して周知と平和の意識の啓発のた
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めに具体的にどのような取り組を行うのかとい

う２点でありました。 

 御質問の中にいろいろ述べられておりました。

戦後74年、昭和20年８月６日、８月９日という

中で世界ではじめて広島と長崎に原爆を投下さ

れたという１つの事実から、既に74年経過いた

しまして、さまざまな国際情勢も含め、大きく

変わってきている。 

 しかし、この原爆という大変な恐ろしいもの

に対しての非核平和宣言といったようなものの

重さといったものが、また、この年数が経つた

びに大きくなってくるんじゃないかというふう

に思っているところであります。 

 92歳の被爆者の方が懸命に遠野市でも取り組

んでいるという、そういうお話も今の質問の中

にありました。全くそのような方々が１つの時

代の経過とともに、風化ということを現実味に

帯びさせてきているということもあるわけであ

ります。 

 ことしの８月15日前後、テレビ等でさまざま

な戦争の悲惨さ、インパール作戦の中における

取組の１つの状況などを見ると、インタビュー

を受けている方々は、みんな95歳、96歳、語り

たくないというふうな話をしているのがテレビ

の映像の中で私もそれを見たところであります。 

 さらには、遠野ものがたりという世界を漫画

に持ち込んでくれた水木しげる先生の話も、私

も今でも鮮明に覚えております。あの水木先生

の漫画を文化に持ち込んだという背景には戦争

というものがあったと。ビヤック島の玉砕の生

き残りの１人が水木しげる先生であったという

中で、私も何度も、戦争はぜったいやっちゃだ

めだという悲痛な声を水木先生から何度もお聞

きいたしました。 

 そのようなことを考えれば、まさに遠野市の

世界人類の平和と共存を願う、そのような中で、

非核三原則といったような中で、核兵器の廃棄

と軍縮が推進されるということは、言うなれば

非核平和都市宣言といった中にしっかりと位置

づけられているということになろうかと思って

おります。 

 次世代に伝える原爆パネル写真展、広島、長

崎の原爆の実態や戦争の悲惨さを訴える平和の

尊さを次世代に伝えることを目的として、毎年

開催をいたしているところであります。ことし

も８月14日から18日までとぴあ庁舎で、宮守総

合支所では８月20日から22日まで、延べ８日間、

このパネル展を展示いたしました。 

 それから、先般は、戦没者追悼式を行い、そ

の戦没者追悼式の中には平和祈念といったもの

を持ち込みながら、全員の参加者でもって非核

平和都市宣言を読み上げたという中に、多くの

皆様のこの問題に対する周知といったものが、

その中で毎年繰り返されて展開されているんじ

ゃないかと思っております。 

 さらには、今の御質問の中にありましたとお

り、昭和60年６月に旧遠野市、旧宮守村のそれ

ぞれの市村において宣言しながら、そして、平

成17年10月の合併をもちまして、平成18年６月

には新遠野市として非核平和都市宣言を、市議

会でもちまして、全会一致で可決されていると

いうことであります。 

 一方、平成18年９月でありますけども、鍋倉

山三の丸跡に設置されておりました記念碑を、

これではだめだという中で、現在の蔵の道ひろ

ば、多くの市民の皆様に見ていただく、それを

確認していただく、そして、平和の尊さをみん

なで周知をするんだという中で、この蔵の道ひ

ろばのほうに移設をしたということにもなって

いるわけであります。 

 それから、今申し上げましたとおり、この１

カ月間は懸垂幕を市役所本庁舎に掲げ周知を図

るという中で、市民の皆様に平和の意識を啓発

を行っている。 

 原爆パネル展、あるいは平和の鐘の吹鳴、遠

野テレビでの市民周知、懸垂幕の設置等を集中

的に行いながら、非核平和宣言、あるいは戦争

を２度と起こしてはならないという、そのよう

なものを繰り返し、これを風化させてはならな

いということを繰り返し、展開しているわけで

ございますので、これは私から申し上げるまで

もなく、戦争や核兵器のない平和な世の中の実
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現は、全ての人々の切なる願いであるというこ

とをしっかりと認識しながら、この宣言に基づ

くまちづくりといったものに取り組んでいかな

ければならないんじゃないかというように思っ

ているところでございますから、そのことを申

し上げて答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ５番佐々木僚平君。 

   〔５番佐々木僚平君登壇〕 

○５番（佐々木僚平君）  先ほどぱすぽると学

校給食の点で御答弁いただきましたけれども、

その前に、同僚議員が保育の無償化の点につい

てのお話をされたわけですけれども、どちらが

優先というよりも、本当に一番の伸び盛りの、

食べ盛りの小・中というようなことも踏まえ、

一部補助していますと御答弁がありましたけれ

ども、遠野にも夜も昼も働いているお母さんも

います。 

 そのような現実を見てさらにお聞きしたいの

は、遠野において、生活実態調査なるもの、生

徒さんにとっているのか、そこも伺いたいと思

います。また、連携して学校給食のほうにいろ

んな意味で情報がいっているのかというのも気

になりました。 

 それから、前後しますけれども、半額問題で

は、私も戦後間もなく生まれたものでございま

す。19違う兄が３年前に戦争で亡くなったって

ＤＮＡ鑑定をしても、いまだに判明しないとい

うことで遺骨は返ってきません。そういう意味

で、92歳の会長さん、頑張っています。こうい

う方がどんどん、被ばくされた方も亡くなって

おります。 

 高校生の記事をお伝えしましたけれども、私

の平和行進の中で、東和に寄り道させていただ

きました。毎年、高校生が広島、長崎、どちら

かに、平和大会に参加させているという東和が

ありました。このように、高校生が参加する、

東和において発言するその高校生も見えました。

本当に勇気づけられましたけれども、このよう

に若い世代も、このような手立てをすれば何と

か引き継ぎができるんではないかというふうに

思われます。それは自主的と言われればそれま

でですけれども、このように、戦争というあれ

はいまだに終わっていないというのが、すごく

私にとっては、いまだに親とかというのも思い

浮かべて、無念でございます。 

○議長（浅沼幸雄君）  質問者、まとめてくだ

さい。 

○５番（佐々木僚平君）  それから、さらに戻

りますけれども、交流しているという、1,200

人も参加があるとおっしゃいました。いろんな

方たちと食育というのは、世代間の交流もやっ

ているということでしょうか。その方たち、そ

れから、子ども、保護者に学校に出向いている

という意見を反映しているのか伺いたいという

ふうに思います。 

○議長（浅沼幸雄君）  質問者に１つだけ確認

しますが、再質問の中の一番最初に、実態調査

をしているのかという質問がございますが、事

前通告しておりましたでしょうか。 

○５番（佐々木僚平君）  していません。 

○議長（浅沼幸雄君）  わかりました。答弁者

……。 

○５番（佐々木僚平君）  学校給食のほうで、

教育委員会のほうからよそのあれは、何か出し

たと言われましたので、そういうふうな方法、

通告しているのかなと思いまして。 

○議長（浅沼幸雄君）  わかりました。 

○５番（佐々木僚平君）  勘違いであれば申し

わけございません。 

○議長（浅沼幸雄君）  皆さんおわかりのとお

り、一般質問は通告制をとっておりますので、

答弁側も通告をされていなくて資料がなくてで

きないとか、そういう場合にはそのような答弁

をしていただいて結構でございます。 

 それを踏まえて、菊池教育長。 

   〔教育長菊池広親君登壇〕 

○教育長（菊池広親君）  最初のお尋ねの生活

の実態調査でございます。 

 これにつきましては、子どもの貧困率等を算

定するために、各自治体において、その自主性

によってやっている、やっていないということ

があるというふうに私は認識してございます。 
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 本県においては、昨年度、岩手県の保健福祉

部のほうでこの生活実態調査を直接学校のほう

に調査をしまして、そして、学校から直接保健

福祉部のほうにその回答を行っているものでご

ざいます。よって、全県の結果については、県

のほうで公表してございますが、本市のところ

でその調査結果というのは、実は入手してござ

いません。 

 詳細につきましては、県のほうの担当部、担

当課のところに確認をしますけれども、現段階

におきましては、詳細のデータついては、今は

承知していないというふうなことでございます。 

 それから、２点目の食育の推進にかかわる講

座で1,200人ということの内容についてでござ

いますけども、例えば、児童、青年層、中学生、

高校生、そして、大人というふうな５つのス

テージにわけて、それぞれの講座を総合食育セ

ンターのほうで実施しているものでございます。 

 ですから、例えば児童言いますと、親子で学

ぶ食育講座とか、親と子で参加できるような講

座ですとか、または成年でありますと、例えば

男の料理教室とか、そういうふうに広く食育を

知っていただく機会としての講座を持っている

ものでございます。 

 答弁の中で、栄養士が学校に赴いてというの

は、この部分とまた別の学校教育の中での食育

を担っていただいているという意味でございま

すので、御承知をお願いしたいというふうに思

います。 

○議長（浅沼幸雄君）  非核平和宣言都市に関

しても質問があったと認識していますが、市長、

質問の要旨、もし……。 

 佐々木僚平君に申し上げますが、先ほど２件

目の質問をした非核平和宣言都市に関して、ま

とめて短く質問をしていただきたいと思います。

どこが質問なのかよくわからなかったと私も思

いましたし、市長も多分そういう認識があると

思いますので、質問をする項目を短く質問して

いただきたい。 

 もう1回お願いします。 

   〔５番佐々木僚平君登壇〕 

○５番（佐々木僚平君）  舌足らずで申しわけ

ないですけれども、東和は毎年、高校生を２人

か３人派遣していると、すごい自治体だという

ふうに感心したわけで、遠野でもこういうふう

なのがあればいいなと感じたので、そういう方

向にされることはできないのかという質問でご

ざいます。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  先ほど非核平和宣言都

市の中における経過と取り組みの状況について

申し上げました。この普遍的なもの自体が変わ

ろうとも、いろんな情勢が変わろうとも、あの

ようなことを二度と起こしてはならない、また、

あってはならないということをしっかりと次の

世代にも伝えていかなきゃならない。 

 そういった中に、高校生の方々を派遣しなが

ら、これを風化させないようにという部分はど

うなんだろうというような形での御質問という

ふうに承ったわけでありますけども、いろんな

世界的な団体、あるいはＮＧＯ、ＮＰＯを含め

てのいろんな団体の方々、もう一方においては、

国で取り組んでいる課題に対する対応であると、

いろんな組織がいろいろこの部分を風化させな

いという動きをしているわけでございますので、

そういった方々との連携の中から、遠野市から

もそのようなという部分と、もう一つは、遠野

の子どもたちにそのような悲惨さをしっかりと

伝えるというような活動も大事ではないかとい

うように思っておりまして、紙芝居を持ちなが

ら学校現場のほうに、被爆者の方が92歳という

お話がありましたけども、御高齢の中にあって

も、子どもたちにそれを語り継いでいるという

活動もあるわけでありますから、特に、これか

ら担う高校生諸君にそのようなものをしっかり

と訴え、そして、それを伝えていくという活動

は極めて大事な活動ではないのかなと承知して

おりますので、その承知を持って答弁といたし

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  ５番佐々木僚平君。３

回目でございます。 
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   〔５番佐々木僚平君登壇〕 

○５番（佐々木僚平君）  学校給食と絡んで食

育センターのこと、よくわかりましたけれども、

このすばらしい災害支援等も備えてあるという

心強い返答をいただきましたので、もっと遠野

らしさ、中継点でいろんな地域に遠野は貢献し

たと、そういう中ですばらしいことだと思って

いますので。 

 それから、平和運動のほうで、ぜひ高齢化も

していくということで、周知をしていることを

捉えて、私のほうが無知でありましたので、蔵

の道の存在も知りませんでしたので、これから

皆さんに伝えて平和運動も頑張っていきたいと。 

 以上で、質問を終わります。 

────────────────── 

   散  会   

○議長（浅沼幸雄君）  お諮りいたします。本

日の会議はここまでとし、散会いたしたいと思

います。これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅沼幸雄君）  御異議なしと認めます。

よって、本日はこれにて散会いたします。御苦

労さまでした。 

   午後４時49分 散会   
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